
【本体レジュメ】 

１） 

不動産管理会社の「管理手数料」 

不動産管理会社サブリース方式の「サブリース料」 

→プランニングは補足１ P1～P10

→それに係る補足資料は補足２

→補足のエビデンス

＋ 

→補足のキャシュフロー表 率はなぜこれぐらいかの疎明

２） 

「通常の地代」（相当地代） 

→基本的理解は補足１ P11～P20

→補足３も参照

３） 

従業員等に対する「各種手当の上限額」 

→補足４

※家賃

近隣相場家賃 

↓ 

期待利回り＝特例基準割合 

豪華社宅に該当しない限り、便宜的に 50％基準でわりきればよい 

４） 

固定資産の取得価額の判定 

～「１単位」の意義と節税商品との関係～ 

※機能 事業的一体を必ずしもささない、しかし、節税商品であれば個別事案になりえる

（前置き） 
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○コンテナ

現在進行形で議論が噴出している。コンテナ販売業者によるプレスリリースによると、「税

務当局より、建築基準法に基づく建築確認の申請をしているコンテナについて「器具・備品」

ではなく「建物」としての耐用年数を適用すべき旨の更正処分を受ける事態が発生し、また、

その後も同様の指摘を受けて修正申告を行う事例が数件発生1」とある。 

 これにつき、税務雑誌において、「建物は土地の定着物である。土地の定着物であるかど

うかは、付着の程度による。コンテナは付着の程度で勘案すると、これ（建物）に該当しな

い」との反論もある2。この主張の根拠として、最判昭和 37年 3月 29日、大判昭和 4年 10

月 19日を挙げている3。筆者は付着、固着、定着の程度の差について理解できていないが、

仮にこの主張がいわゆる外観要件とすると、当該コンテナは実際には、何の目的でどのよう

に利用されていたか、という機能についての議論は出てこないのか、と考える。 

しかし、仮に機能が主たる争点になったとすると、これは、実質主義の考え方に切迫する。

実質主義は最近の裁判例の傾向ではすっかり廃れている。現在、係争になっているか定かで

はないが、今後係争に至った場合、事実認定がどのように傾くか動向に注目すべきである。 

↓ 

本題 

○足場

足場は、1 本当たり 10万円未満。税務上、工具・器具・備品については 1 個・1 組ごと

に、10万円未満かどうかを判定する。足場は、何をもって 1 組という判別ができないこと

から、1 本ごとに判定しても良いという、国税 OB の解釈でこの節税商品は成立している。

解釈は、制度趣旨ではない。 

当該商品の税務上適正評価額を検証するには資産の一体性の議論が不可欠と考えるが、

それに係る非公開裁決が掲載されている税務雑誌もある4。 

機能：そのもの自体が機能しえない、という意味ではない？ 

事業的機能性と一体性は関係ないとする考え方あり 

↓ 

電柱 

1 https://www.arealink.co.jp/wp-content/uploads/2020/02/13162342/tdzz1.pdf 
2 大石篤史/山川佳子/宇田川翔「レンタル収納事業に用いられるコンテナの課税上の取扱

い」（T&Amaster No.829 2020.4.6）から筆者が要約している。 
3 福田善行「不動産所得の範囲について―「貸付けによる所得」の意義―」税大論叢 

https://www.nta.go.jp/about/organization/ntc/kenkyu/ronsou/81/03/index.htm 

に同じ裁判例が掲載されている。 
4 「週刊税のしるべ」（令和元年 9 月 9 日第 3378号） 
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足場 

事業的一体としての機能というと「物理的に」「効用」があるかないか？と思われそうだが 

デザイン的関連性も含まれる 

通常→社会通念→背後に何がある？ 

→補足５

５） 

定期同額給与の「おおむね一定」の射程 

★「金額は変動しても毎月おおむね一定の条件、という原因で発生（典型的、賃貸借契約、

金銭消費貸借契約に係る認定利息）というもの★ 継続性？ 

（継続的に供与される経済的利益の意義） 

9－2－11 令第 69条第 1項第 2号《定期同額給与の範囲等》に規定する「継続的に供与さ

れる経済的な利益のうち、その供与される利益の額が毎月おおむね一定であるもの」とは、

その役員が受ける経済的な利益の額が毎月おおむね一定であるものをいうのであるから、

例えば、次に掲げるものはこれに該当することに留意する。 

(1) 9－2－9の(1)、(2)又は(8)に掲げる金額でその額が毎月おおむね一定しているもの

(2) 9－2－9の(6)又は(7)に掲げる金額（その額が毎月著しく変動するものを除く。）

(3) 9－2－9の(9)に掲げる金額で毎月定額により支給される渡切交際費に係るもの

(4) 9－2－9の(10)に掲げる金額で毎月負担する住宅の光熱費、家事使用人給料等（その額

が毎月著しく変動するものを除く。） 

(5) 9－2－9の(11)及び(12)に掲げる金額で経常的に負担するもの

判定の方法 

↓ 

→役員が受ける側で判定 →→法人が支出した側で判定しない

典型例 ～おおむね一定射程内 →「○％基準は『内規』でもない」 

○年払い生命保険

○役員社宅（社宅通達要件は満たしている）に係る礼金、敷金等々

両者とも継続契約が前提である、継続契約の際中で、「たまたま」一括して支払ったにすぎ

ない、と考える。 

○グリーン車、ビジネスクラスの利用

「たまたま」※旅費規程の完備はマスト 
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○取引先が上場企業等である場合における各種優待券

○認定利息

→生活費

典型、子供の大学入学金等々教育資金や結婚資金 当然 OK 

→社長への多額貸付（典型、社長宅取得に要するまとまった○億円等々の資金）

６） 

「付随費用○％」の射程 

★この棚卸資産を購入する場合はいつも「２．○％～３．○％」と範囲内におさまっている、

という継続性があれば当然問題ない。★ 

ただし、継続性？金額の絶対値？制度趣旨→少額不追及 

※※基本的視点 

少額不追及が制度趣旨になっているものについてターゲットプライスにするのは「よくな

い」 

→（参照） 

少額不追及 VS企業実態の尊重（実質に税をあわせる） 

資本的支出の 10％基準 

これは、「それぐらいなら当該企業で継続的に修繕費として計上されてきたものであるとか

んがえられるから、『継続的利用を前提として』税でも 10％基準ぐらいは認めましょう」と

いう考え方。 

これもターゲットにするのはよくない。 

※企業会計審議会意見

・間接付随費用も上記付随費用にカウントして OK

5－1－1 購入した棚卸資産の取得価額には、その購入の代価のほか、これを消費し又は販

売の用に供するために直接要した全ての費用の額が含まれるのであるが、次に掲げる費用

については、これらの費用の額の合計額が少額（当該棚卸資産の購入の代価のおおむね 3%

以内の金額）である場合には、その取得価額に算入しないことができるものとする。 

(1) 買入事務、検収、整理、選別、手入れ等に要した費用の額

(2) 販売所等から販売所等へ移管するために要した運賃、荷造費等の費用の額

(3) 特別の時期に販売するなどのため、長期にわたって保管するために要した費用の額

(注) 

1  (1)から(3)までに掲げる費用の額の合計額が少額かどうかについては、事業年度ごと

に、かつ、種類等（種類、品質及び型の別をいう。以下 5－2－9までにおいて同じ。）を同
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じくする棚卸資産（事業所別に異なる評価方法を選定している場合には、事業所ごとの種類

等を同じくする棚卸資産とする。）ごとに判定することができる。 

2  棚卸資産を保管するために要した費用（保険料を含む。）のうち(3)に掲げるもの以外

のものの額は、その取得価額に算入しないことができる。 

７） 

土地とともに取得した建物等の取壊しについての「期間」 

（土地とともに取得した建物等の取壊費等） 

7－3－6 法人が建物等の存する土地（借地権を含む。以下 7－3－6 において同じ。）を建

物等とともに取得した場合又は自己の有する土地の上に存する借地人の建物等を取得した

場合において、その取得後おおむね 1 年以内に当該建物等の取壊しに着手する等、当初か

らその建物等を取り壊して土地を利用する目的であることが明らかであると認められると

きは、当該建物等の取壊しの時における帳簿価額及び取壊費用の合計額（廃材等の処分によ

って得た金額がある場合は、当該金額を控除した金額）は、当該土地の取得価額に算入する。 

★これは

※「その取得後おおむね 1年以内に」

↓ 上掲は基準とならない 

※「当該建物等の取壊しに着手する等、当初からその建物等を取り壊して土地を利用する

目的であることが明らかであると認められるときは、」 

※これを認めるのは誰？

エビデンスの完備

○建物取得経緯

○取得目的

○取得時の建物の客観的状態

○当該土地を更地にすると当該評価はどうなる？

○建物取壊し見積り、工程表、当該目的 等々 （イメージ、参照、有姿除却）

5



はじめに（おことわり）

・概要に徹しております。

⇒「要は何か」だけをお伝えします。

⇒細かい例外も多数ありますが無視しております。

⇒表現も思い切って丸めて・砕いております。

⇒数字も思い切って丸めております。

⇒一部、条文は摘示しておりません。

⇒学術上の議論には逐一触れません。

・図解設例について

⇒あり得る課税関係を全て網羅しているわけではございません。

・席上での口頭のご説明と併せてご理解くださいませ。

⇒ﾚｼﾞｭﾒ単体のみではﾐｽﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞになり得ます。

1
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2

【不動産管理会社の種類】
（１）管理会社方式

個人が不動産所有
↓
不動産管理会社へ一括管理委託
↓
不動産管理会社は外部管理会社へ委託
↓
個人は管理会社に管理料を支払い
↓

※管理の実態と管理料の水準が問題に
なりやすい

効果

１）所得分散効果（家賃収入の5％～10%）、手続きが容易
２）所得分散効果・節税効果が低い
３）土地：貸家建付地　建物：貸家

（個人） （法人）

個人 賃借人

不動産管理会社 後継者

外部管理会社

給料

管理料

管理料 管理業務

家賃の支払

貸付

家賃

出資

給料

損益計算書

家賃収入

2,000万円

管理費

200万円

貸借対照表

不動産

3億円

損益計算書

家賃収入

200万円

役員報酬

貸借対照表

預かり家賃
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3

【不動産管理会社の種類】
（２）転貸方式・サブリース方式

個人が不動産を保有
↓
不動産管理会社へ一括賃貸
↓
不動産管理会社が賃借人へ転貸
↓
不動産管理会社が家賃を保証
空室リスクを負う

↓
保証賃料の水準や契約の継続性が
問題になりやすい

（効果）

１）所得分散効果、家賃収入の10%～15％
２）所得分散効果は不動産所有方式に比較して少ない
３）土地：貸家建付地　建物：貸家

（個人） （法人）

※家賃収入2,000万円の85％が保証賃料とする

個人 賃借人

不動産管理会社

後継者

給料

家賃 一括貸付
家賃

損益計算書

家賃収入

1,700万円

貸借対照表

不動産

3億円

損益計算書

家賃収入

2,000万円

役員報酬

貸借対照表

貸付

給料 出資

支払家賃

1,700万円
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4

【不動産管理会社の種類】
（３）不動産所有型方式・建物のみ

不動産管理会社が個人の土地を賃借
↓
不動産管理会社が建物を所有して
賃借人へ支払
↓
地代支払は2通り
１）相当の地代
２）無償返還+通常の地代
↓

不動産管理会社は建物購入資金が必要

（効果）
１）家賃収入が100％会社に帰属するため
最も効果的に所得分散効果が得られる
２）不動産取得税・登録免許税・消費税の課税関係に留意
３）土地：80％評価

（個人） （法人） 同族法人の株価に残20％をONすること！
⇒定期借地権だと回避できるか？

個人 賃借人

不動産管理会社

後継者

給料

土地の貸付 地代
家賃

損益計算書

地代収入

150万円

貸借対照表

土地は相続時に

取得

損益計算書

家賃収入

2,000万円

役員報酬

貸借対照表

貸付

給料 出資

支払家賃

150万円

建物は適正価格で

取得
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5

【将来キャッシュフロー計算書】～鑑定評価額123,000千円、当初借入金138,660千円（返済期間25年、金利（年率）1％）の場合～
設立第1期

（平成28年4月期）
設立第2期

（平成29年4月期）
設立第3期

（平成30年4月期）
設立第4期

（平成31年4月期）
設立第5期

（平成32年4月期）
設立第6期

（平成33年4月期）
設立第7期

（平成34年4月期）

資産の部
現金及び預金 4,692,654 8,430,304 9,242,599 9,986,823 7,453,603 8,975,846 10,553,554
未収還付消費税 2,437,263
建物 118,678,988 114,357,975 110,036,963 105,715,950 101,394,938 97,073,925 92,752,913
長期前払費用 6,173,263 4,801,427 3,429,591 2,057,754 685,918 0 0

資産の部合計 131,982,168 127,589,706 122,709,152 117,760,528 109,534,459 106,049,772 103,306,467
負債の部

未払法人税等 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000
未払消費税 0（課税） 543,556（課税） 667,091（課税） 0（免税） 0（免税） 0（免税） 0（免税）
長期借入金 133,114,341 127,567,910 122,021,479 116,475,048 110,928,617 105,382,186 99,835,755

負債の部合計 133,184,341 128,181,465 122,758,570 116,545,048 110,998,617 105,452,186 99,905,755
純資産の部

資本金 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000
利益剰余金 ▲ 6,202,172 ▲ 5,591,759 ▲ 5,049,417 ▲ 3,784,520 ▲ 6,464,159 ▲ 4,402,415 ▲ 1,599,288

うち繰越利益剰余金 0 ▲ 6,202,172 ▲ 5,591,759 ▲ 5,049,417 ▲ 3,784,520 ▲ 6,464,159 ▲ 4,402,415
うち当期純利益 ▲ 6,202,172 610,413 542,342 1,264,897 ▲ 2,679,638 2,061,744 2,803,126

純資産の部合計 ▲ 1,202,172 ▲ 591,759 ▲ 49,417 1,215,480 ▲ 1,464,159 597,585 3,400,712
負債・純資産の部合計 131,982,168 127,589,706 122,709,152 117,760,528 109,534,459 106,049,772 103,306,467

売上高 22,429,444 22,429,444 22,305,909 22,973,000 22,973,000 22,973,000 22,973,000
売上原価
売上総利益 22,429,444 22,429,444 22,305,909 22,973,000 22,973,000 22,973,000 22,973,000
【販売費及び一般管理費】

役員報酬・従業員給与 7,200,000 7,200,000 7,200,000 7,200,000 7,200,000 7,200,000 7,200,000
保険料 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000
創立費償却 1,650,000

修繕費 4,000,000

支払地代 5,820,771 5,820,771 5,820,771 5,820,771 5,820,771 5,820,771 5,820,771
租税公課
（控除対象外消費税）

685,918 1,371,836 1,371,836 1,371,836 1,371,836 685,918

租税公課（固定資産税） 7,372,771 1,552,000 1,552,000 1,552,000 1,552,000 1,552,000 1,552,000
減価償却費 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012

営業利益 ▲ 4,801,029 1,983,824 1,860,289 2,527,380 ▲ 1,472,620 3,213,298 3,899,216
【営業外費用】

支払利息 1,331,143 1,303,411 1,247,947 1,192,483 1,137,018 1,081,554 1,026,090
経常利益 ▲ 6,132,172 680,413 612,342 1,334,897 ▲ 2,609,638 2,131,744 2,873,126
税引前当期純利益 ▲ 6,132,172 680,413 612,342 1,334,897 ▲ 2,609,638 2,131,744 2,873,126
法人税等 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000
当期純利益 ▲ 6,202,172 610,413 542,342 1,264,897 ▲ 2,679,638 2,061,744 2,803,126

当期純利益 ▲ 6,202,172 610,413 542,342 1,264,897 ▲ 2,679,638 2,061,744 2,803,126
減価償却費 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012 4,321,012
未収還付消費税の増減 ▲ 2,437,263 2,437,263
長期前払費用の増減 ▲ 6,173,263 1,371,836 1,371,836 1,371,836 1,371,836 685,918 0
未払法人税等の増減 70,000 0 0 0 0 0 0
未払消費税の増減 543,556 123,535 ▲ 667,091

営業活動によるCF ▲ 10,421,686 9,284,080 6,358,726 6,290,655 3,013,210 7,068,675 7,124,139
建物の取得による支出 ▲ 123,000,000

投資活動によるCF ▲ 123,000,000
借入による収入 138,660,771
借入の返済による支出 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431

財務活動によるCF 133,114,341 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431 ▲ 5,546,431
現金及び預金の期首残高 5,000,000 4,692,654 8,430,304 9,242,599 9,986,823 7,453,603 8,975,846
現金及び預金の期末残高 4,692,654 8,430,304 9,242,599 9,986,823 7,453,603 8,975,846 10,553,554

貸
借
対
照
表

損
益
計
算
書

C
F
計
算
書
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6

【新設会社の想定貸借対照表及び想定損益計算書】～鑑定評価額123,000千円、当初借入金138,660千円（返済期間25年、金利（年率）1％）の場合～

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 簿価 時価（純資産） 相続税評価額

【流動資産】 【流動負債】 22,429,444 22,429,444

4,692,654 4,692,654 4,692,654 70,000 70,000 70,000 売 上 総 利 益 22,429,444

2,437,263 2,437,263 2,437,263 【固定負債】

【固定資産】 133,114,341 133,114,341 133,114,341 7,200,000

【有形固定資産】 180,000

建 物 118,678,988 118,678,988 118,678,988 1,650,000

【投資その他の資産】 5,820,771

長 期 前 払 費 用 6,173,263 6,173,263 6,173,263 133,184,341 133,184,341 133,184,341 685,918

7,372,771

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 4,321,012 27,230,473

【株主資本】 営 業 利 益 △4,801,029

5,000,000 5,000,000 5,000,000

△6,202,172 △6,202,172 △6,202,172 1,331,143

△6,202,172 △6,202,172 △6,202,172 経 常 利 益 △6,132,172

繰 越 利 益 剰 余 金 △6,202,172 △6,202,172 △6,202,172 税 引 前 当 期 純 利 益 △6,132,172

△1,202,172 △1,202,172 △1,202,172 法 人 税 等 70,000

131,982,168 131,982,168 131,982,168 131,982,168 131,982,168 131,982,168 当 期 純 利 益 △6,202,172

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 簿価 時価（純資産） 相続税評価額

【流動資産】 【流動負債】 22,429,444 22,429,444

8,430,304 8,430,304 8,430,304 70,000 70,000 70,000 売 上 総 利 益 22,429,444

543,556 543,556 543,556

【固定資産】 【固定負債】 7,200,000

【有形固定資産】 127,567,910 127,567,910 127,567,910 180,000

建 物 114,357,975 114,357,975 114,357,975 5,820,771

【投資その他の資産】 128,181,465 128,181,465 128,181,465 1,371,836

長 期 前 払 費 用 4,801,427 4,801,427 4,801,427 1,552,000

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 4,321,012 20,445,620

【株主資本】 営 業 利 益 1,983,824

5,000,000 5,000,000 5,000,000

△5,591,759 △5,591,759 △5,591,759 1,303,411

△5,591,759 △5,591,759 △5,591,759 経 常 利 益 680,413

繰 越 利 益 剰 余 金 △5,591,759 △5,591,759 △5,591,759 税 引 前 当 期 純 利 益 680,413

△591,759 △591,759 △591,759 法 人 税 等 70,000

127,589,706 127,589,706 127,589,706 127,589,706 127,589,706 127,589,706 当 期 純 利 益 610,413資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

長 期 借 入 金

未 払 消 費 税

資 本 金

負 債 の 部 合 計

【 営 業 外 費 用 】

利 益 剰 余 金 支 払 利 息

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

租 税 公 課 （ 消 費 税 ）

純 資 産 の 部 租 税 公 課 （ 固 定 資 産 税 ）

科目

貸借対照表　設立第2期（平成29年5月期(仮)） 損益計算書設立　第2期　（自　平成28年 5月 1日　至　平成29年4月30日）

資 産 の 部 負 債 の 部 科目 金額

支 払 利 息

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

資 本 金

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

減 価 償 却 費

支 払 地 代

役 員 報 酬 ・ 従 業 員 給 与

保 険 料

【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

租 税 公 課 （ 消 費 税 ）

租 税 公 課 （ 固 定 資 産 税 等 ）純 資 産 の 部

科目 減 価 償 却 費

負 債 の 部 合 計

科目 科目 【 売 上 高 】

売 上 高

現 金 及 び 預 金 未 払 法 人 税 等

【 営 業 外 費 用 】

利 益 剰 余 金

支 払 地 代

科目 科目 【 売 上 高 】

売 上 高

現 金 及 び 預 金 未 払 法 人 税 等

未 収 還 付 消 費 税 【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

長 期 借 入 金 役 員 報 酬 ・ 従 業 員 給 与

保 険 料

創 立 費 償 却

貸借対照表　設立第1期（平成28年5月期(仮)） 損益計算書設立　第1期　（自　平成27年 5月 1日　至　平成28年4月30日）

資 産 の 部 負 債 の 部 科目 金額

設立第1期

設立第2期

（単位:円）

（単位:円）

（単位:円）

（単位:円）

（単位:円）

（単位:円）
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7

【新設会社の想定貸借対照表及び想定損益計算書】～鑑定評価額123,000千円、当初借入金138,660千円（返済期間25年、金利（年率）1％）の場合～

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 簿価 時価（純資産） 相続税評価額

【流動資産】 【流動負債】 22,305,909 22,305,909

9,242,599 9,242,599 9,242,599 70,000 70,000 70,000 売 上 総 利 益 22,305,909

667,091 667,091 667,091

【固定資産】 【固定負債】 7,200,000

【有形固定資産】 122,021,479 122,021,479 122,021,479 180,000

建 物 110,036,963 110,036,963 110,036,963 5,820,771

【投資その他の資産】 122,758,570 122,758,570 122,758,570 1,371,836

長 期 前 払 費 用 3,429,591 3,429,591 3,429,591 1,552,000

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 4,321,012 20,445,620

【株主資本】 営 業 利 益 1,860,289

5,000,000 5,000,000 5,000,000

△5,049,417 △5,049,417 △5,049,417 1,247,947

△5,049,417 △5,049,417 △5,049,417 経 常 利 益 612,342

繰 越 利 益 剰 余 金 △5,049,417 △5,049,417 △5,049,417 税 引 前 当 期 純 利 益 612,342

△49,417 △49,417 △49,417 法 人 税 等 70,000

122,709,152 122,709,152 122,709,152 122,709,152 122,709,152 122,709,152 当 期 純 利 益 542,342

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 簿価 時価（純資産） 相続税評価額

【流動資産】 【流動負債】 22,973,000 22,973,000

9,986,823 9,986,823 9,986,823 70,000 70,000 70,000 売 上 総 利 益 22,973,000

【固定資産】 【固定負債】 7,200,000

【有形固定資産】 116,475,048 116,475,048 116,475,048 180,000

建 物 105,715,950 105,715,950 67,909,000 5,820,771

【投資その他の資産】 116,545,048 116,545,048 116,545,048 1,371,836

長 期 前 払 費 用 2,057,754 2,057,754 2,057,754 1,552,000

簿価 時価（純資産） 相続税評価額 4,321,012 20,445,620

【株主資本】 営 業 利 益 2,527,380

5,000,000 5,000,000 5,000,000

△3,784,520 △3,784,520 △41,591,470 1,192,483

△3,784,520 △3,784,520 △41,591,470 経 常 利 益 1,334,897

繰 越 利 益 剰 余 金 △3,784,520 △3,784,520 △41,591,470 税 引 前 当 期 純 利 益 1,334,897

1,215,480 1,215,480 △36,591,470 法 人 税 等 70,000

117,760,528 117,760,528 79,953,578 117,760,528 117,760,528 79,953,578 当 期 純 利 益 1,264,897資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

資 本 金 【 営 業 外 費 用 】

利 益 剰 余 金 支 払 利 息

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

【 売 上 高 】

現 金 及 び 預 金 未 払 法 人 税 等

【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

科目 科目

損益計算書設立　第4期　（自　平成30年 5月 1日　至　平成31年4月30日）

科目 金額

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸借対照表　設立第4期（平成31年5月期(仮)）

資 産 の 部

科目

純 資 産 の 部 租 税 公 課 （ 固 定 資 産 税 ）

減 価 償 却 費

売 上 高

役 員 報 酬 ・ 従 業 員 給 与

長 期 借 入 金 保 険 料

負 債 の 部 合 計 租 税 公 課 （ 消 費 税 ）

支 払 地 代

負 債 の 部

【 営 業 外 費 用 】

利 益 剰 余 金 支 払 利 息

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

資 本 金

租 税 公 課 （ 消 費 税 ）

純 資 産 の 部 租 税 公 課 （ 固 定 資 産 税 ）

科目 減 価 償 却 費

負 債 の 部 合 計

【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

役 員 報 酬 ・ 従 業 員 給 与

保 険 料

支 払 地 代

長 期 借 入 金

未 払 消 費 税

科目 科目 【 売 上 高 】

売 上 高

現 金 及 び 預 金 未 払 法 人 税 等

貸借対照表　設立第3期（平成30年5月期(仮)） 損益計算書設立　第3期　（自　平成29年 5月 1日　至　平成30年4月30日）

資 産 の 部 負 債 の 部 科目 金額

設立第3期
（単位:円）

（単位:円）

設立第4期
（単位:円）

（単位:円）
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【税務調査のポイント】

１）管理方式
・管理業務委託契約書はあるか
・委託された管理業務を同族の資産管理会社が行っているか
・管理の実態を踏まえてその管理料率は適正か
・親族に対する役員報酬は適正か
２）転貸方式
・個人オーナーと資産管理会社との間での建物一括賃貸借契約者があるか
・入居者の契約相手は資産管理会社になっているか
・満室想定家賃等の決定方法に合理性はあるか
・満室想定家賃等に対する借り上げ料は適正か
・親族に対する役員報酬は適正か
３）所有方式・・・チェックポイントが少ない！
・個人所有の建物を同族法人に売却している場合、建物の譲渡価格は適正か
・親族に対する役員報酬は適正か

13



9

【移動時の価格設定と賃料】

※賃料は別の項で触れる。

★移転時の価格設定
No 考えられる価格
1 不動産鑑定評価額 問題なし
2 概算公示価額 ？
3 相続税評価額 問題あり、１や６と乖離の可能性あり
4 固定資産税評価額 問題あり、１や６と乖離の可能性あり
5 帳簿価額 法基通9-1-19
6 不動産業者から得た買付証明書価格 ？

（減価償却資産の時価）
9－1－19　法人が、令第13条第1号から第7号まで《有形減価償却資産》に掲げる減価償却資産について次に掲げる規定を適用する場合において
当該資産の価額につき当該資産の再取得価額を基礎としてその取得の時からそれぞれ次に掲げる時まで旧定率法により償却を行ったもの
とした場合に計算される未償却残額に相当する金額によっているときは、これを認める。
（昭55年直法2－8「三十一」により追加、平12年課法2－7「十六」、平17年課法2－14「九」、平19年課法2－3「二十一」、平19年課法2－7「九」、平21年課法2－5「七」により改正）
(1) 法第33条第2項《資産の評価換えによる評価損の損金算入》　当該事業年度終了の時
(2) 同条第4項《資産評定による評価損の損金算入》　令第68条の2第4項第1号《再生計画認可の決定等の事実が生じた場合の評価損の
額》に規定する当該再生計画認可の決定があった時
(注)　定率法による未償却残額の方が旧定率法による未償却残額よりも適切に時価を反映するものである場合には、定率法によって差し支えない。

（減価償却資産の範囲）
第十三条 　法第二条第二十三号 （減価償却資産の意義）に規定する政令で定める資産は、棚卸資産、有価証券及び繰延資産以外の
資産のうち次に掲げるもの（事業の用に供していないもの及び時の経過によりその価値の減少しないものを除く。）とする。
一 　建物及びその附属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に附属する設備をいう。）
二 　構築物（ドック、橋、岸壁、桟橋、軌道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定着する土木設備又は工作物をいう。）
三 　機械及び装置
四 　船舶
五 　航空機
六 　車両及び運搬具
七 　工具、器具及び備品（観賞用、興行用その他これらに準ずる用に供する生物を含む。）
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【不動産管理料の否認事例】

（大前提）同族会社に管理料を支払うことができるのは、管理の実態がある場合のみ
⇒外部業者に管理を委託されているにも関わらず、同族会社にも別途管理料を支払っているケースも問題となる
⇒平成18年6月13日裁決は一括借上を委託している外部業者がある中で、同族会社にも10%支払っていた事例
⇒審判所は同族会社への管理料の全額を否認

否認事例 当該物件 不動産管理法人スキーム分類 否認された管理料率 改定された管理料率

東京地裁昭和63年（行ｳ）第10号 貸しﾋﾞﾙ・駐車場 管理委託 50.00% 6.26%

福岡地裁平成元年（行ｳ）第19号 病院 管理委託 31.97% 7.33%

平成4年11月19日裁決 建物 管理委託 35.91% 6.71%

東京地裁平成10年（行ｳ）第251号 貸店舗、貸事務所 転貸 58.21% 9.97%

平成14年4月24日裁決 ﾏﾝｼｮﾝ 転貸 34.39% 14.36%

大阪地裁平成17年（行ｳ）第229号 駐車場 転貸 34.85% 7.78%

同族会社に支払う管理用が不動産オーナーの経費として認められるか
ポイント
（１）同族法人とオーナーの契約内容と外部業者との契約内容に重複はないか？
（２）同族法人に管理業務を委託する客観的必要性があったか？
（３）賃貸料の口座等々の実際の金銭の流れはあったか？
（４）看板や広告における募集人の名義は誰になっているか？

(管理業務の分担一覧表）
業務内容 同族会社 業者

廊下の清掃 ○ ×
廊下の蛍光灯の取り換え × ○

・・・ ・・・ ・・・
・・・ ・・・ ・・・

※（非常に細かい指摘ですが・・・）
空室率が相続税評価額に影響を与えるような賃貸アパート・マンションは転貸方式のほうが有利といえる
⇒不動産オーナー（被相続人）と契約を締結しているのは不動産管理会社であり、空室率を減額評価する必要はないため

※（非常に細かい論点、実務上は通常利用しませんが・・・）
⇒不動産移転を売買ではなく現物出資にする場合を考えると・・・
１）銀行借入があるため現物出資は通常利用できない
２）一時的に借入を個人からにする。そうすれば、建物と借入金をひも付きで移転させ消費税の課税標準額を圧縮させることが
「理論的には」可能※現物出資の場合の消費税の課税標準は、現物資産の譲渡の場合と異なり、取得した株式の時価を
対価として、課税資産の譲渡と非課税資産の譲渡で按分計算する。つまり、移転不動産－移転借入金＝ゼロなら理論上、
消費税の課税標準額もゼロになる。
３）上記２）を踏まえていったん個人からの借入にして、再度銀行からの借入に切り替える
⇒通常、実務的にはできません！
（理由）
・借入金を個人移行するため、個人がキャシュリッチであることが必要
・銀行との信頼関係（まず稟議はおりない）
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【留意点】

（１）同族会社の賃貸借契約について
１）同族会社（借りる側）とその役員（貸す側）との「地代の額の設定」と「借地権認定課税」の回避方法
⇒下記のいずれか

役員（貸す側） 同族会社（借りる側）

１相当の地代
方式

・相続税の財産評価上は自用地評価額の80％評
価
・特定同族会社事業用宅地等（※通常そうなる）適
用可能　400㎡80％評価減

・純資産価額方式で20％ONされる
⇒１）オフバランス、株価計算上留意
２）定期借地権も同じ取扱い（明文規定はない）
３）類似業種にもっていけないか？

２通常の地代
方式+無償返
還届出

・相続税の財産評価上は自用地評価額の80％評
価
・特定同族会社事業用宅地等（※通常そうなる）適
用可能　400㎡80％評価減

・純資産価額方式で20％ONされる
⇒１）オフバランス、株価計算上留意
２）類似業種にもっていけないか？

※貸付事業用宅地等に該当した場合を除く。
※通常の地代
①周辺地域の地代を調査等して求めた金額
②相続発生前 3 年間の自用地の相続税評価額の 平均額×（1－借地権割合）×6％
③鑑定士賃料査定額　←　本当はこれが一番良い

２）相当の地代⇒通常の地代への変更方法
①土地賃貸借契約を終了させる覚書の締結（土地の無償返還が生じる）
②「土地の賃貸借契約（無償返還である旨を明記すること） +無償返還届出
⇒特に課税関係は生じない　∵　相当の地代契約の場合、借地権の価額は０であったため

３）当初契約が古すぎる場合
・権利金の支払なし+使用貸借（又は固定資産税相当額以下の地代の支払）
・当初契約があまりにも古すぎて契約書もなく、無償返還を予定していたのかもわからない
⇒法基通１３－１－７のあてはめ
（権利金の認定見合せ）
イ 借地権の設定等の際に権利金を収受したり又は特別の経済的利益を受けていないこと　⇒　？（帳簿で確認可）
ロ その借地権の設定等に係る契約書において将来借地人等がその土地を無償で返還する
こと（無償返還条項）が定められていること　⇒　×
ハ 上記ロの旨を土地等の所有者及び借地人等との連名の書面（無償返還届出書）を遅滞なく
土地等の所有者の納税地の所轄税務署長に届け出ていること　⇒　×

⇒⇒結論は？

方法
課税関係

16
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【無償返還方式と相当の地代方式はどちらを採用すべきか】

・地価が下落あるいは横ばいのときは無償返還方式
・長期的な地価の高騰を予測するときは地代据置型の相当の地代方式

【賃貸借契約は最終的にどうすべきか】
パターンは以下の３つ
・土地の使用貸借契約+無償返還方式
・土地の賃貸借契約+相当の地代方式
・土地の賃貸借契約+無償返還方式+通常の地代
⇒・土地の賃貸借契約+無償返還方式+通常の地代を採用すべき！

（理由）
・不動産保有会社は投資効率を重視して、地主に対して権利金を支払うことを
想定していない
・短期的な地価の上昇はあっても長期にわたり土地の高騰は生じない
・無償返還方式は相当の地代方式に比較して権利関係がシンプルである
・税負担が重い地主の所得分散を想定しているので相当の地代のような
高水準の地代はそもそも必要ない
・「無償返還+通常の地代」相続時の土地の評価は20％評価減可能

17
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【不動産売買時の時価】

No
同族関係者間での売買時の時価

土地について
１）相続税評価額
２）相続税評価額÷80％≒概算公示価格
３）鑑定評価額
※親族間等での売買価格の算定や相続発生時に相続税評価額が実態を表現していない場合に利用可能性あり
４）取引事例を基にした価額
近隣の取引事例を集約して、それを基にして算定した金額
５）当事者間での合意価額

親族間・同族会社間では、実務上上記２）をとることが大変多い。
３）は実費発生の問題あり。４）はサンプル抽出の問題あり。５）恣意性の排除の観点から問題あり。

建物について
１）相続税評価額
２）未償却残高
３）再調達価額-減価償却額
※売買を行う時点で仮に増築した場合の価額（再調達価額）から経過年数に応じた減価償却額を差し引いたもの
４）鑑定評価額
※親族間等での売買価格の算定や相続発生時に相続税評価額が実態を表現していない場合に利用可能性あり
５）当事者間での合意価額

同族関係者間では本来的には３）をとるべき（純理論的に考えると）、または「建築価額推移表」の数値を基にすべき
しかし実務上は２）が多い。また１）をベースにすることも多い。
ということで１）～３）の金額が比較考量の対象となる。
※なお、金額が高額な場合は鑑定評価をとるべき！

1

2

3

4

5
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【税務上の適正な自社株評価額のおさらい】・・・不動産についても同じ

（１）個人⇒個人売買

低額譲渡の場合・・・相法7条発動可能性有

「著しく低い価額」・・・明確な規定なし。前述（１）での売買であれば
実務上問題ない（以下、同じ）※個人間ではみなし譲渡は発動しない。
※平成19年8月23日東京地裁判決参照
⇒親族間不動産売買において相続税評価額での売買であれば
相続税法7条（みなし贈与）規定は発動されないとされた事例
「時価」・・・明確な規定なし。前述（１）での売買であれば
実務上問題ない。
※ただし、平成19年8月23日東京地裁判決参照では、時価とは
通常の取引価額としている。

（２）個人⇒法人売買

売主個人
時価の2分の1未満⇒時価譲渡とみなし譲渡所得課税（所法59①二、所令169）
※時価の2分の1以上でも行為計算否認の発動可能性有（所基通59-3）

⇒実務上は「時価」は前述の（２）（３）（４）に従います（以下、同じ）。
買主法人

時価より低い場合は、差額を受贈益課税（法法22）

（３）法人⇒個人売買
売主法人・・・低額譲渡なら寄付金（法法37）、給与（法法34）
買主個人・・・低額譲渡なら一時所得（所法34）、給与（所法28）

（まとめ）要するに前述の（１）（２）（３）（４）で列挙した株価の「採用」を間違えなければ余計な
課税関係を考えずに済むわけです。

19
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【移動時の価格設定と賃料】

※賃料は別の項で触れる。

★移転時の価格設定
No 考えられる価格
1 不動産鑑定評価額 問題なし
2 概算公示価額 ？
3 相続税評価額 問題あり、１や６と乖離の可能性あり
4 固定資産税評価額 問題あり、１や６と乖離の可能性あり
5 帳簿価額 法基通9-1-19
6 不動産業者から得た買付証明書価格 ？

（減価償却資産の時価）
9－1－19　法人が、令第13条第1号から第7号まで《有形減価償却資産》に掲げる減価償却資産について次に掲げる規定を適用する場合において
当該資産の価額につき当該資産の再取得価額を基礎としてその取得の時からそれぞれ次に掲げる時まで旧定率法により償却を行ったもの
とした場合に計算される未償却残額に相当する金額によっているときは、これを認める。
（昭55年直法2－8「三十一」により追加、平12年課法2－7「十六」、平17年課法2－14「九」、平19年課法2－3「二十一」、平19年課法2－7「九」、平21年課法2－5「七」により改正）
(1) 法第33条第2項《資産の評価換えによる評価損の損金算入》　当該事業年度終了の時
(2) 同条第4項《資産評定による評価損の損金算入》　令第68条の2第4項第1号《再生計画認可の決定等の事実が生じた場合の評価損の
額》に規定する当該再生計画認可の決定があった時
(注)　定率法による未償却残額の方が旧定率法による未償却残額よりも適切に時価を反映するものである場合には、定率法によって差し支えない。

（減価償却資産の範囲）
第十三条 　法第二条第二十三号 （減価償却資産の意義）に規定する政令で定める資産は、棚卸資産、有価証券及び繰延資産以外の
資産のうち次に掲げるもの（事業の用に供していないもの及び時の経過によりその価値の減少しないものを除く。）とする。
一 　建物及びその附属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に附属する設備をいう。）
二 　構築物（ドック、橋、岸壁、桟橋、軌道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定着する土木設備又は工作物をいう。）
三 　機械及び装置
四 　船舶
五 　航空機
六 　車両及び運搬具
七 　工具、器具及び備品（観賞用、興行用その他これらに準ずる用に供する生物を含む。）

20
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【同族法人間で不動産を売却する場合のポイント】～ｸﾞﾙｰﾌﾟ法人税制不適用（又は回避後）+含み損がある場合～

Ｎｏ 諸問題と実務的対応
土地等の適正な時価は・・・

１）地価公示価格を基準とする時価
「公示価格」利用　土地鑑定委員会（国土交通省）毎年1月1日現在の公示地の価格を
3月下旬に官報に公示
・・・そもそも公示価格は複数の取引事例をまとめたもの

⇒あくまで目安なので、対象地の条件や売買時期によって修正
⇒さらに・・・地価の公示標準値（公示地）に比較して地形・利用状況・近隣地域の現況
道路等の公共施設・交通状況・都市計画法等の法令の制限等々を総合的に勘案

⇒⇒（実務的対応）不動産鑑定士マターへ
２）都道府県地価調査標準価格を補完的に利用
都道府県地価調査基準値が地価公示地の不足地点と調査地点を補完するものとして機能
⇒都道府県基準値価格は毎年7月1日の価格として9月下旬に公報で発表
評価方法は公示価格と全く同じ
調査時期は公示価格と異なるため、公示価格と同地点を何か所か設定し、価格の変動を
示すようにしている。この変動率を参考に公示価格の時点修正を行うこともある。
３）相続税の財産評価を利用する時価
相続税評価額は公示価格水準のおおむね80％

⇒路線価基準の場合、0.8で割り返したもの、1.25倍したものが「概算公示価格」

同族法人への譲渡で含み損が出現する場合の理論武装（リースバック前提）
・・・会計の世界ではどうなっているのか？
（監査委員会報告第27号「関係会社間の取引に係る土地・設備等の売却益の計上についての
監査上の取扱い」昭和52年8月8日付け）
（大前提）その譲渡価格に客観的な妥当性があること（上記１．参照、鑑定評価額が無難）
①合理的な経営計画の一環として取引がなされていること
②買戻し条件付売買又は再売買予約付売買でないこと
③資産譲渡取引に関する法律的要件を備えていること
④譲受会社において、その資産の取得に合理性があり、かつ、その資産の運用につき、主体性が
あると認められること
⑤引渡しがなされていること、または、所有権移転の登記がなされていること
⑥代金回収条件が明確かつ妥当であり、回収可能な債権であること
⑦売主が譲渡資産を引続き使用しているときは、それに合理性が認められること
⇒上記を踏まえてどうすれば「行為計算否認」を回避できるか？

⇒（実務的対応）含み益ある不動産をも一緒に持株会社等不動産法人に移転
経済的合理性が生じる（本体会社の財務体質改善・不動産法人における一括管理）

1

2

21



17

【不動産管理型法人・不動産所有型法人の失敗事例のリカバリー方法】　～典型事例～

（現状）
相続人3人、不動産は不動産所有型法人（不動産管理型法人）が所有
このまま、法人の株式を相続人3人に3等分しようとしている。
（問題点）
１）株式の分散化
※本事例の場合、3人の子に均等相続させると1人の株主で過半数の議決権を行使することは不可
２）遺留分
会社の後継者に株式を集中させるのが望ましいが、遺留分を考慮して3等分することも致し方ない
といった事例も実際に生じている
（典型的な解決策）
１）相続開始前の典型的な解決策
分割型分割（※通常、適格要件を満たすはず）

法人

オーナー

分割型分割 法人

オーナー

法人 法人

※各相続人は各法人株式を相続すればよい
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【不動産管理型法人・不動産所有型法人の失敗事例のリカバリー方法】　～典型事例～

（典型的な解決策）
２）相続開始後の典型的な解決策
（プランA)遺産分割協議後の分割型分割+議決権制限株式の利用
STEP１　遺産分割協議の段階で、3人の相続人が不動産法人の株式を3等分して相続
STEP２　下記の分割型分割を実施
（相続開始直後）

STEP3　お互いの議決権に制限を加える（議決権制限株式の導入）
⇒（留意点）相続人相互の議決権を制限できるが、剰余金の配当を受ける権利・残余財産の分配請求権は
他の株主は持ち続ける（将来、行使可能ということ）

（プランB)遺産分割協議前の分割型分割+遺産分割による各社株式の各自取得
STEP１　遺産分割を実施せず、不動産法人の株式を準共有の状態にする
⇒（留意点）準共有はそもそも争族に極めてなりやすい
STEP2　分割型分割を実施、この結果、分割法人、分割承継法人の株式は全て準共有状態

STEP3　3人の相続人は3社の株式をそれぞれ100％相続するという遺産分割協議の実施
※税制適格か？
１）金銭交付なし⇒OK
２）分割承継法人の株式が分割法人株主の有する分割法人株式の保有割合に応じて交付される
⇒分割承継法人株式は相続人全員で準共有、按分型交付に該当するので問題なし

※（結論）相続発生後については両プランとも相続人同士の争いが予想されるので原則として
やってはダメ！

法人

相続人A

分割型分割

※点線が議決権制限株式

相続人B 相続人C

法人

相続人A 相続人B 相続人C

法人 法人

法人

相続人準共有

分割型分割 法人

相続人準共有

法人 法人
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【兄弟間の承継について補足】

No
1 現状

2 解消方法は2つ
１）分割型分割 ２）分社型分割 １）分社型分割を実施

２）弟は本体兄株式を兄又は
本体兄会社に売却
３）その売却資金を得て本体弟
会社を購入

※交差している部分は議決権制限株式にする

No
2 本当に上記でよいか？

→早めに精算がセオリー

兄

本体会社

弟

兄

本体 兄

弟

本体弟

兄

本体 兄

弟

本体 弟

24



そもそも普通株式の内容とは？

・剰余金配当請求権

・残余財産分配請求権

・議決権

⇒上記3点セットの株式が普通株式

⇒どれかに制限をかけるのが種類株式

⇒9種類の種類株式について9つの事項を複数組み合わせて多種多
様な種類株式を発行することが可能

20

25



土地賃貸借契約書

賃貸人 ○○ （以下、「甲」という。）、賃借人 株式会社△△ （以下、「乙」という。）

は、次のとおり土地賃貸借（事業用借地権設定）契約を締結する。

第１条 甲は、その所有する下記の土地（以下「本件土地」という）を、専ら事業に供する

次条記載の建物所有の目的で乙に賃貸し、乙は、これを賃借する。

区分 所在及び地番 地目 登記数量(㎡) 

土地 
●●県●● 宅地 241.00 

●●県●● 宅地 599.00 

第２条 乙は、本件土地上に、次の事業の用に供する下記の建物（以下「本件建物」という）

を建築所有することができる。

事業内容 不動産賃貸

建物の表示

区分 所在及び地番・家屋番号 構造・用途等 数量(㎡) 

建物

●●県●●

〈家屋番号〉11番 9

鉄筋コンクリート造

陸屋根 6階建
共同住宅

店舗

登記数量：

1階 274.65 
2階 252.47 
3階 252.47 
4階 252.47 
5階 252.47 
6階 252.47 
延 1,537.00 

建築年月日 平成●年〇月△日

区分 所在及び地番・家屋番号 構造・用途等 数量(㎡) 

建物

●●県●●

〈家屋番号〉未登記

鉄筋コンクリート造

平家建

電気室

課税数量：

16.90 

建築年月日 平成●年頃
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第３条 賃貸借の期間は、平成２７年８月３日から平成５７年８月２日までの３０年間と

する。

２ 本契約においては、乙は更新の請求を一切できず、土地の使用継続による契約の更新あ

るいは建物の築造による存続期間の延長はないものとする。

第４条 賃料は、１か月金１，８１３，０００円とし、乙は、毎月２５日までに、翌月分の

賃料を、甲に送金して支払うものとする。 ただし、賃料が公租公課等の増加、土地価格の

上昇その他経済事情の変動により、あるいは近隣の賃料に比して不相当になったときは、甲

は乙に対し、賃料の増額を請求することができる。

第５条 乙は、甲の書面による事前の承諾なくして次の行為をしてはならない。

（１）本件土地賃借権を譲渡し、または本件土地を転貸すること、その他名目の如何を問わ

ず事実上これらと同様の結果を生ずる行為をすること。

（２）本件建物を増築または改築すること。

（３）本件土地の現状を変更しようとすること。

２ 乙は、本件建物に居住部分を設け、または本件建物に居住してはならない。

第６条 甲は、乙が次の各号の一つに該当したときは、催告なく直ちに本契約を解除するこ

とができる。

（１）６か月分以上賃料の支払を怠ったとき。

（２）賃料の支払いをしばしば遅滞し、その遅延が甲乙間の信頼関係を著しく損なうと認め

られるとき。

（３）前条の規定に違反したとき。

（４）その他本契約に違反したとき。

第７条 本契約が合意解約、解除その他の事由により終了したときは、乙は、直ちに自己の

費用により建物を収去し、本件土地を原状に回復したうえで、これを甲に明け渡さなければ

ならない。その際、借地権、立退料その他いかなる名目においても、金銭を請求できない。

２ 乙は、本契約が終了した場合において、建物その他乙が権原に基づいて付属させた物件

の買取を請求することはできない。

３ 乙が本契約終了後も本件土地の明渡をしないときは、乙は、本契約の終了の日の翌日か

ら本件土地の明渡が完了するまで、賃料の１．２倍に相当する損害金を甲に支払わなければ

ならない。

第８条 乙は、本件土地上の建物を第三者に賃貸する場合には、その建物賃貸借契約におい

て、本契約が期間満了により終了し建物が取り壊されるときは建物賃貸借もまた終了する
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旨を規定しなければならない。 
 
第９条 本契約に関する紛争については、甲の住所地を管轄する裁判所を第一審の管轄裁

判所とする。 
 
第１０条 甲と乙は、相互に誠意をもって本契約を履行するものとし、本契約に定めのない

事項については、甲乙協議の上、誠意を持って解決するものとする。 
 
以上、本契約成立の証として、本書を２通作成し、甲乙は署名押印のうえ、それぞれ１通を

保管する。 
 
 
 
 
 
 
 
   平成●年〇月●日 
 
 
 
                 賃貸主（甲） 住所  ●●県●● 
                          氏名  ●● 
 
 
 
 
 
 
                 賃借主（乙） 住所  ●●県●● 
                          氏名  ●● 
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【相当の地代及び通常の地代の計算】

相当の地代

相続税評価額
（自用地評価額）

相当の地代

A A×C

75,537,840円 4,532,270円

 （※）平成25年・26年・27年の3年間の路線価に
変動ないため、3年間平均の計算を省略する。

通常の地代

相続税評価額
（自用地評価額）

100%-
借地権割合

% 通常の地代

A B C A×B×C

75,537,840円 100%-60% 6% 1,812,908円

%

C

6%
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税法データベース　検索結果詳細
2016年01月07日 19:30

不動産所得　必要経費検索文字列

選択税区分

選択情報区分

日付範囲（裁決・判決）

日付範囲（TAINS登録）

税区分

所得税

情報区分

相談事例

TAINSコード

所得事例東地会０２００１１

年月日

　

関連判決

　

関連雑誌目次

　

タイトル

東京地方税理士会税務相談事例Ｑ＆Ａ００１１　所得税　事業的規模でない不動産貸付け

の未収家賃が貸倒れとなった場合について

　　　　　【東京地方税理士会ホームページ（会員専用ページ）　平成２２年９月掲載】

概要

┌──────────────────────────────────────┐

｜事業的規模でない不動産貸付けの未収家賃が貸倒れとなった場合について　　　　　｜

└──────────────────────────────────────┘

【質問】

　　事業的規模でない不動産貸付けの未収家賃として計上していた収入金額が貸倒れとな

　った場合は、この貸倒れとなった未収家賃について、更正の請求の対象とすることがで

　きますか。

【回答】

　　事業的規模でない不動産貸付けにおいて、未収家賃が貸倒れとなった場合には、その

　貸倒れとなった金額のうち、総所得金額、山林所得金額及び退職所得金額の合計額と不

　動産所得の金額からその貸倒れとなった金額に相当する金額をないものとして計算した

　不動産所得の金額のいずれか低い金額に達するまでの金額については、収入金額に計上

　されていた年分に遡ってなかったものとされます（所得税法第６４条第１項、同法施行

　令第１８０条第２項）。

　　この場合には、貸倒れの事実が生じた日の翌日から２月以内に限り更正の請求をする

1/ 2
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　ことができることとされています（所得税法第１５２条）。

　　この所得税法第１５２条の規定による更正の請求の基因とされている理由が生じた場

　合には、この理由が生じた日から３年間は減額更正をすることができることとされてい

　ますので、法定申告期限から５年を経過した年分についても更正の請求をすることがで

　きることとなります（国税通則法第７１条第１項第２号、同法施行令第３０条、第２４

　条第４項）。

　　なお、不動産の貸付けが事業的規模で行われている場合の貸倒れは、貸倒れとなった

　年分の不動産所得の金額の計算上必要経費に算入することとなります（所得税法第５１

　条第２項）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【東京地方税理士会　税法研究所提供】

2/ 2
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税法データベース　検索結果詳細
2016年01月07日 19:38

不動産所得　必要経費検索文字列

選択税区分

選択情報区分

日付範囲（裁決・判決）

日付範囲（TAINS登録）

税区分

所得税

情報区分

相談事例

TAINSコード

所得事例００７３２３

年月日

　

関連判決

　

関連雑誌目次

　

タイトル

所事例７３２３　税相版　誤りやすい事例集（改訂版）（所得税１２３）必要経費　

誤りやすい項目　２以上の共有者（生計を一にしている）がいる不動産所得に係る専従者

給与

（平成１４年６月）東京国税局・税務相談室【情報公開法第９条第１項による開示情報】

概要

【誤った認識】

　専従者給与を共有持分割合で按分して必要経費に算入する

【正しい答え】

　共有者のいずれか１人に対してのみ専従者給与を必要経費に算入する

【根拠法令等】

　所得税質疑応答集（１３年版財協）Ｐ６６８

【その他（コメント・作成年）】

　平成１４年６月作成

1/ 1
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税法データベース　検索結果詳細
2016年01月07日 19:41

不動産所得　必要経費検索文字列

選択税区分

選択情報区分

日付範囲（裁決・判決）

日付範囲（TAINS登録）

税区分

所得税

情報区分

相談事例

TAINSコード

所得事例ＨＰ０４１０

年月日

　

関連判決

　

関連雑誌目次

　

タイトル

質疑応答事例所得０４１０　必要経費　年の中途で事業に従事した親族に係る青色事業専

従者給与　　　　　　　　　　　　【平成２７年１１月２５日国税庁ホームページ更新】

概要

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┓

┃年の中途で事業に従事した親族に係る青色事業専従者給与　　　　　　　　　　　　┃

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┛

【照会要旨】

　会社勤務をしていたＡは８月に退職し、父Ｂの経営する個人事業（青色申告）に専従者

として従事しました。その年中におけるＡの専従期間は６か月未満ですが、この間に支払

ったＡに対する青色事業専従者給与は、Ｂの事業所得の金額の計算上必要経費に算入でき

ますか。

【回答要旨】

　必要経費に算入して差し支えありません。

　青色事業専従者の判定に当たって、事業に従事する者が相当の理由により事業主と生計

を一にする親族としてその事業に従事することができなかった期間がある場合には、従事

可能期間の２分の１を超える期間専ら事業に従事していれば足りるものとされています（

所得税法施行令第１６５条第１項第２号）。この「相当の理由」には就職や退職も含むと

解されます。

1/ 2
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　したがって、照会については、退職したときから年末までを「従事可能期間」とし、そ

の２分の１を超える期間専ら事業に従事している場合には、その間に支払った給与は青色

事業専従者給与として必要経費に算入されます。

（注）　Ｂは、Ａを青色事業専従者とした日から２か月以内に青色事業専従者に関する届

　　　出（変更届出）書を提出しなければなりません（所得税法第５７条第２項、所得税

　　　法施行規則第３６条の４第３項）。

【関係法令通達】

　所得税法第５７条、所得税法施行令第１６５条第１項第２号、所得税法施行規則第３６

条の４第３項

注記

　平成２７年７月１日現在の法令・通達等に基づいて作成しています。

　この質疑事例は、照会に係る事実関係を前提とした一般的な回答であり、必ずしも事案

の内容の全部を表現したものではありませんから、納税者の方々が行う具体的な取引等に

適用する場合においては、この回答内容と異なる課税関係が生ずることがあることにご注

意ください。

2/ 2

51



1　

44 生前対策としての
借地権・底地の整理

はじめに

借地権「課税」は，租税法においてはこと，同族特殊関係者間での取引にしか現
実的には問題は生じ得ない。現行の借地権課税は，そもそも借地契約において適正
な権利金の支払（権利金一括支払，原則）がない場合，相当の地代を支払ったり
（例外），土地の無償返還に関する届出書を提出する（原則，例外とは別個である
現実を認識した緩和処置）など一定の要件を満たす場合「を除いて」はじめて認定
課税をするという建付けになっている。

土地の無償返還など，現実には即しているが，おおよそ同族特殊関係者間でしか
そのような奇妙な契約は締結されないという実際を重視し，当該届出書等の事後提
出が認められているにすぎない。

認定課税が「なされない」形式的な基準を列挙すると，下記のとおりである。

◯　相当の地代方式
　・スライド方式
　・非スライド方式
○　相当の地代に満たない地代の支払（通常の地代等々）と無償返還届出書の提出
○　使用貸借と無償返還届出書の提出
（注）上記全て権利金一括払いがないことを前提とする。

伊藤　俊一 
SYUNICHI ITO

税理士，１級ファイナンシャル・プランニング技能士
一橋大学大学院修士。都内コンサルティング会社にて事業承継・
少数株主からの株式集約・相続税・地主様の土地有効活用は数百
件の立案実行，豊富な実績を有する。
現在，厚生労働省ファイナンシャル・プランニング技能検定　試
験委員，一橋大学大学院国際企業戦略研究科博士課程在学中，税
務会計研究学会・信託法学会所属。専門誌への寄稿多数。セミ
ナー件数は年間約150本を超える。

【主要著書】　『Q&A 課税実務における有利・不利判定』,『「税理
士（FP）」「弁護士」「企業CFO」単独で完結できる中小・零細
企業のためのM&A 実践活用スキーム』（ロギカ書房）等
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そして，上記以外は形式的には認定課税の対象となる（法法22②，法令137，法
基通13－１－２，13－１－3，13－１－７，13－１－8，平成元年３月30日直法２－
２「法人税の借地権課税における相当の地代の取扱いについて」）。
なお，定期借地権契約のような現時点での現実取引である借地契約に平仄をあわ
せるべき，という主張は識者の論叢を拝読しても数多く見受けられる。純然たる第
三者間で借地契約を締結する場合，借地権割合相当額の権利金を支払うことなどな
いが，現実はこうであるから同族特殊関係者間でも少しは整合性をとっていくべき，
という主張である。そして，筆者も，当該意見について将来的には当然と考える。
しかし，ここでは，今回の筆者担当テーマと想定読者層を勘案し，断りがない限
り同族特殊関係者間での課税関係として記述する。すなわち，上掲のようなあるべ
き論については一切見解を示さない。
また，過日寄稿した際にも断りをいれたように，筆者は現在進行形で大学院博士

課程に在学している一学生であり，租税法の学術的アプローチを試みることもでき
なくはないと考えるが，それについて想定読者層が一切の興味がないと考えるため，
下記では逐一触れない。

Ⅰ 交換による整理

1　交換と自然発生借地権

⑴ 通常の対策
筆者に与えられたテーマで最初にふれるべきは交換であろう。実務において頻出
で遭遇するケースとして，下記がある。

・オーナー所有の土地あり。
・当該土地の上にオーナーが株主である法人が建物を所有している。
・�原始借地契約において，権利金の授受は確認できていないし，現在払っている地代は
一応はあるものの，明確な根拠が一切不明。

当該ケースにおいては，通常，契約書も残っていないから，無償返還届出書等な
んらの届出書等も提出していないはずである（なお，こちらについて心配であれば，
申告書等閲覧サービスを利用すべきである。令和元年６月26日「申告書等閲覧サー
ビスの実施について」の一部改正について（事務運営指針）にあるとおり，現状，
このサービスはかなり使い勝手がよくなっている。詳細はhttps://www.nta.go.jp/
law/jimu－unei/sonota/050301/01.htmを参照されたい）。また，こういうケース

53



3　

は過去の税務調査（法人税，消費税，源泉所得税，印紙税等々の通常の法人調査）
では何も指摘されていないが，今後どうなるのか，という懸念がある，という点で
も実務では往々に頭を悩ませる論点となっている。

上記のケースでは，事後対応ということになるが，相続等，出口課税が発現され
る前に何かしらの対応が必要となる。この相続発生前に，等々出口課税が予想され
る局面では借地権課税は神経質になる必要がある。というのは，現行の借地権課税
は，入口課税は緩く出口での課税で精算をするという現場感覚に即した対応がなさ
れているからである。このことが，実務的な解説では「無償返還届出書は後出しで
も構わない，しかし，それは投資の清算局面においては通用しない」とされるもの
の根拠の一端といえる。課税の安定性，予測可能性を担保したいという考え方を強
く推す立場に立てば，筆者はこの実務的な取扱いに賛同する。わかりやすいからで
ある。

本ケースでは，実務での選択肢は２つある。
１つ目は土地の無償返還に関する届出書をこれから提出する，ということである。
２つ目として，現状の支払地代額が相当の地代以上であるものとして，これにつ
いて届出なしで相当の地代を改訂しない方法を選択していると仮定し，自然発生借
地権の発生について確認（確認といっても，価額測定に係る計算をするだけである。
地価が上昇した場合，相当の地代を据え置いているとしているわけだから（非スラ
イド方式を採用しているものとみなしてしまう，ということ），当該上昇分に対応
する部分は，全体をカバーする地代という意味である相当の地代に対して「支払が
足りていない部分」であり，当該「支払が足りていない部分」については，計算上，
自然に（勝手に）借地人に帰属することとなる部分が生じる。計算式は他稿を参照
されたい）を行い，その上で，自然発生借地権と底地を等価交換する，ということ
である。
この２つ目は，現在，計算の結果，自然発生借地権が発生しており，今後，路線

価の状況いかんによって自然発生借地権が減少することが明らかである場合におい
て，採用する。そして，上記のとおり，自然発生借地権と底地を等価交換し，交換
後の土地については，新しい借地契約を締結する。
なお，交換では取得者につき不動産取得税，登録免許税の負担が生じるし，実務

的には印紙税，司法書士手数料等々も総合勘案してシミュレーションすることが通
常である。

上掲の選択は，相続等が発生した場合の当該土地の評価額，及び当該自社株評価
額に影響を及ぼすため，また，いったんどちらかを選択したらその後の変更は不可
能なため，判断には慎重を期する。なお，変更が不可能については下掲3　無償返
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還届出書の提出と無効主張も併せて確認されたい。
地主と借地人の課税関係を先に確認する。

① １つ目届出書事後提出パターン
【通常の地代支払で無償返還届出書】

法人借地人 借地権価額はゼロ評価。ただし，自社株の計算上，純資産価額等
に自社株評価額×20％加算。

個人地主
所得税について，地価が上昇したとしても，地主の所得税負担は
ある程度抑えられる。相続税について，底地は自用地価額×80％
評価。

【使用貸借で無償返還届出書】

法人借地人 借地権価額はゼロ評価。支払う金額は固定資産税等以下であるこ
と，法人の負担は最も軽減される。

個人地主 所得税について，課税関係は生じない。相続税について底地は土
地の更地評価額となる。

② ２つ目交換パターンでは，現状では下記となる
【相当の地代支払方式～非スライド方式～】

法人借地人 最初締結の相当の地代が維持されたため，更地価格が上昇した自
然発生借地権が法人に帰属する。

個人地主

所得税について，最初締結の相当の地代が維持されているため，
所得税負担は増加しない。一方，相続税については，自用地評価
－自然発生借地権で評価されることになる。このため，更地価格
が上昇しても，借地権が法人に移行するため，個人としての評価
額が抑えられる。

そのため，上掲のとおり，自然発生借地権部分が減少することが明らかであれば，
等価交換を採用し，事前にこれにストップをかけるわけである。

現在，自然発生借地権が発生しており，今後，路線価の状況いかんにより自然発
生借地権が減少することが明らかである場合，自然発生借地権と底地を等価交換し，
交換後の土地については，新しい借地契約を締結する。等価交換後，更地（底地＋
借地権合計）は，法人所有土地と個人所有土地に区分されるため，個人所有土地に
つき新契約として，当該契約締結と当該契約に係る無償返還届出書を提出すればよ
い。

自然発生借地権について１点述べたい。自然発生借地権など現実には生じ得ない。
相当の地代方式非スライド方式において，その後路線価上昇に伴い，その上昇対応
に相当する土地評価部分につき借地人帰属する，という考え方は，「かつての」バ
ブル期の借地人の地代負担や地主の相続税負担に配慮したものと考えられるが，当
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然技術論にすぎない。これにつき，上掲のはじめにで挙げた「同族特殊関係者間で
も少しは整合性をとっていくべき，という主張」論者が強く批判しているところで
ある。
⑵　借地権の無償返還と贈与

法人税基本通達13－１－14は，下記の３つの場合に該当した場合，借地権の無償
譲渡について贈与課税しない，としている。

①�　借地権の設定等に係る契約書において将来借地を無償で返還することが定められて
いること又はその土地の使用が使用貸借契約によるものであること（いずれも法基通
13−１−７に定めるところによりその旨が所轄税務署長に届け出られている場合に限
る）。
　⇒無償返還届出書

②�　土地の使用の目的が，単に物品置場，駐車場等として土地を更地のまま使用し，又
は仮営業所，仮店舗等の簡易な建物の敷地として使用するものであること。
　⇒借地借家法上の借地権を保有していない。

③�　借地上の建物が著しく老朽化したことその他これに類する事由により，借地権が消
滅し，又はこれを存続させることが困難であると認められる事情が生じたこと。
　⇒民法における借地権が返還前にすでに消滅しているため，そもそも認識されない。

このうち③について，過失から現在にかけて非常に係争や当局調査での指摘項目
となることが多い。この点，借地上の建物を地主である役員に譲渡した取引におい
て，納税者が借地権を無償返還したことは，経済環境の変化等により，従前の借地
上の建物をそのまま利用することが経済的に困難となり，やむを得ず借地契約を解
消したものであって，無償返還は相当であると判断された事例として，平成22年７
月９日裁決が有名であり実務でも大いに参考できる。

審判所の判断を筆者が要約すると，借地権を存続させることが困難であると認め
られる事情等の有無について，下記のように認定した上で判断している。

認定
・ 納税者は，本社及び工場等の機能の集約化を企図し，平成16年３月31日に旧

本社の土地及び建物を第三者に譲渡するとともに，旧本社の全ての機能は新
本社に移転した。これらに伴い納税者の所有する不動産は，全て別箇所に所
在することとなった。
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・ したがって，従来納税者の会議室や子会社の幹部等の宿泊所等として使用し
てきた本件建物は，旧本社より遠方の新本社への移転という環境の変化によ
り，従来の利用方法には適さないものとなったことが認められること。

・ 仮に本件建物を他に転用するとした場合，例えば，請求人の従業員のための
社宅等への転用については，上記新本社の周辺には既に社宅も備わっている
ことから，あえて新本社から遠く離れた本件建物を使用する必要性は低いも
のといえること。

・ 第三者への賃貸により居住用建物等として利用する可能性についても，本件
建物が老朽化していることから，第三者へ貸付けを行うとしても，改造費，
修繕費及び維持経費を必要とすることは明らかであること。

・ また，本件建物に係る地代として，本件各賃貸借契約が存在することを前提
とすれば月額312,000円が必要であるが，その所在する近隣地域における同
規模住宅の賃料から検討しても，地代と同額以上の賃料収入の確保は困難で
あること。これらの事情によれば本件建物を第三者へ転貸することによる採
算性は非常に乏しいといわざるを得ないこと。

・ さらに，本件建物を本件借地権とともに第三者に譲渡して対価を得ることに
ついても，本件各賃貸借契約において，本件借地権の譲渡又は本件借地の転
貸に際しては賃貸人の承諾が必要とされていることが認められるところ，本
件建物及び本件借地は，自宅敷地と一体的に利用されていたのであるから，
同人の承諾を得られる可能性は低いというべきであること。

・ 以上の事情を総合して考慮すると，本件建物を第三者に賃貸して，その居住
用建物として使用に供することや，本件借地権付の本件建物を第三者に売却
処分して対価を得ることの実現可能性は低いといわざるを得ないこと。

判断
・ したがって，引渡しの時点においては，納税者が本件建物及び本件借地権を

保有することについて，その必要性や経済性がなくなり，これを保有するこ
とも売却処分することも困難になっていたことが認められる。

民法における借地権は存在しているとしながら，借地人にとっての財産的価値は
すでになく，無償返還が成立するという考え方である。
もっとも，借地人にとって財産的価値がないことと，地主にとってもそれについ
て価値がないこととは当然同義ではない。地主にとって価値があるか否かに係る判
断は事実認定に着地すると思うが，同族特殊関係者間では，何かしらの価値移転が
認められる場合，みなし贈与（相法９）への目配せが常に必要となる。
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⑶　無償返還届出書の提出に係る無効主張
大阪地裁平成11年１月29日は表題について検討するに恰好材料といえる。

前提
・ 納税者の母は不動産管理会社に賃貸している土地を父死亡による相続で，そ
の後も継続して賃借していた。当該母は当該土地につき，当該不動産管理会
社と連名で無償返還届出書を所轄税務署長に提出している。

・ その後，上掲母が死亡する。相続に係る遺産分割協議では，納税者である相
続人は当該土地を相続，上掲事実を前提として，相続税申告もしている。

・ 納税者は不動産管理会社に対し，当該土地の明渡しを求める訴訟を提起，そ
の後，納税者と当該不動産管理会社は和解が成立した。当該和解において，
納税者と不動産管理会社は，上掲で登場した父と不動産管理会社が締結した
土地に係る賃貸借契約により，現在に至るまで，当該土地の上に建物所有を
目的とする借地権を有していたことや，当該借地権が旧借地法の適用を受け
るものであること，当該不動産管理会社が合意契約解除等自らの債務不履行
以外の事由で納税者からの借地権解除要請に応じる場合，当該不動産管理会
社は納税者に対して，時価相当額での借地権価額を立退料として請求しうる
こと，無償返還届出書は，当該合意解除の場合においても，一切無償で当該
土地を返還することを約束したものでないこと。

・ 当初賃貸借契約における支払済み保証金は，実質として当該不動産管理会社
から納税者に授受されるべきであった権利金に振り替わっていたもので，当
該不動産管理会社は納税者に保証金の返還請求権を有するものでないことを
確認していた。

・ 納税者は相続税納付のため借地権を控除した評価額により当該土地を物納し
ていた。

・ 一方，当該和解は相続税の申告に係る課税標準等，税額等の計算の基礎と
なった事実に関する訴えについての判決と同一の効力を有する和解に該当す
る。

　 として更正の請求をしたが当局にリジェクトされ係争にいたったわけである。

判示
・和解の効果は将来に向かって生じる。
・ そのため，無償返還届出書は相続税の申告時において有効であるから更正の

理由がないとした当局の処分を認めた。
・ 物納収納価額については，和解により，収納の時点までに当該財産の状況に
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著しい変化が生じたときは収納の時の現況により当該財産の収納価額を定める
ことが可能だから，借地権価額を控除した価額に誤りがない。

借地権の使用貸借など借地借家法の趣旨からすれば不当な契約ともいえるし，奇
妙な契約とも表現しうるが，不当であると主張しない限り，当事者間では当然有効
である。当該契約について契約当事者間では納得している，という所轄税務署長へ
の意思表明が無償返還届出書の意味するところである。

2　交換と共有解消

交換は共有の解消として実務上は常に考慮される。理想論だが，将来の係争を防
止という観点からは，いかなる相続財産も共有状態になるのは避けるべきでことは
自明だからである。
この場合，金銭授受よりも底地と借地権の等価交換を選択する。税の観点からす
ると，金銭精算はしたくないため，交換対象の底地部分と借地部分は等価にしたい
とする。借地権割合が60％の箇所でいうと，当該割合をもとに交換を考慮すれば，
底地権者が40％，借地権者が60％となる。
しかし，これでは底地権者が納得いかないというケースが実務では散見される。

典型例について，上掲1と同様に，実務で頻出で遭遇するケースを下記に挙げそれ
を検証していく。

・底地権者と借地権者は同族特殊関係者。
・当該更地の上に借地権者所有の建物あり。
・借地人自身は高齢，借地人の相続人は当該借地権を相続するつもりはない。
・�底地権者と借地権者について同族特殊関係者（要するに親族）であるため，更新料
等々の授受も過去に一切ない。
・過去に何かしら地代の授受はあったが，最近はない。
・過去に権利金を支払った形跡もない。

上記といったケースである。実務でよく遭遇するであろう。
等価交換においては，当該地域が借地権割合が60％である場合，当該割合をもと
に交換を考慮すれば，底地権者が40％，借地権者が60％で交換すればよいはずであ
る。しかし，今回の前提では更新料の支払もなく，ここしばらくは地代の授受すら
ない，という事情がある。これを鑑みれば当該比率では底地権者は納得するはずが
ない。そこで当該交換契約に何かしらの条項を付していくことが通常である。将来，
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価値見合いになるように，である。これについてはまさにケースバイケースなので
一括でここに記載することは割愛するが（できないというのもある）将来価値見合
いで交換契約という視点をもっておくことが実務では肝要であり，最低限おさえて
おきたい。

補論だが，共有物分割と調整部分の清算に係る譲渡所得課税は実務上頻出論点な
ので下記で当該論点としては代表的な平成19年６月21日裁決を挙げる。

・ 納税者は，本件分割には本件判決の不動産の共有持分の譲渡，取得という概
念を入れる余地はない旨主張。

・ しかしながら，本件分割は共有物の分割であり，共有物の分割の性質は，資
産の譲渡に当たるから，この点に関する納税者の主張は採用できない。

・ また，納税者は，本件清算金は損害賠償金であるから，本件清算金が客観的
に高額で利得とみなされる場合は別として，正当価格であれば所得や利得の
概念を入れる余地はなく，これに課税することは違法である旨主張。

・ しかし，本件調停においては，本件家屋を取り壊すために請求人が持分を放
棄すること等々諸事情は既に前提とされた上で，本件分割とともに本件清算
金の授受が関係当事者間で協議され，了承されたものと認められることから，
本件分割に際して，本件調停条項以外の損害賠償金を授受すべき特殊な事情
が存していたとは認められない。

面積比率分割は通常，価値見合いになることはない。利用状況が異なることを前
提として分割後の土地評価を行い，共有割合に応じた価値により分割をすべきこと，
仮に譲渡認定された場合のことも考え，そのインパクトをシミュレーションしてお
くことが肝要となる。
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相続税 裁決 Ｆ０－３－３９８

（更正の理由附記／処分の理由不備）更正等通知書に記載された債務弁済責任に係る債務  
控除に関する処分の理由には不備があり、各更正処分のうち、債務控除に係る部分は、⾏  
政⼿続法第１４条第１項に規定する要件を満たさない違法な処分であるから、取り消すべ  
きであるとされた事例（平成２３年３⽉２５⽇相続開始に係わる相続税の各更正処分及び  
過少申告加算税の各賦課決定処分・全部取消し・平２６－１１－１８裁決）  

 【東裁（諸）平２６－４４】  

〔裁決の要旨〕

１　本件は、審査請求人らが、被相続人には会社の無限責任社員として負っている会社法

第５８０条第１項に規定する「債務を弁済する責任」があるとして、相続税の課税価格

の計算上、「債務を弁済する責任」を債務として控除して相続税の申告をしたところ、

原処分庁が、被相続人は「債務を弁済する責任」を負っていたとは認められないから、

「債務を弁済する責任」を債務として控除することはできないなどとして、相続税の更

正処分等をしたのに対し、請求人らが、原処分の全部の取消しを求めた事案である。

２　争点は、①本件各処分の理由は「不利益処分の理由」として十分な記載といえるか、

②本件債務弁済責任は、「相続開始の際現に存するもの」に該当し、かつ「確実と認め

られるもの」に該当するか否か、③本件各賦課決定処分について各更正処分が、従来の

公的見解を変更してなされたものとして、「正当な理由があると認められるものがある

場合」に該当するか否か、である。

３　本件各更正通知書の「処分の理由」欄の記載からは、本件相続開始日における債務弁

済責任に基づく債務が現に存しないと原処分庁が判断した理由が、例えば、①本件合資

会社に１４億０１８１万６２２０円の債務超過額が存しない、②本件被相続人が無限責

任社員でない、③本件合資会社の債務超過額はおよそ無限責任社員である被相続人の債

務ではない、④本件合資会社の債務超過額は無限責任社員の債務ではあるものの、本件

においては、会社法第５８１条第１項に該当する社員の抗弁の事実があり、無限責任社

員の債務として認められるための要件を満たしていない、⑤そもそも、会社法第５８０

条第１項は、債務を弁済する責任を規定しているにすぎないという法律的な見解を前提

として、会社債権者からの弁済請求を受けていない以上、本件被相続人は本件債務弁済

責任に基づく債務を何ら負っていないなど、様々な可能性が考えられ、原処分庁による

処分の実際の理由が、これらのどれに当たるのか、あるいはこれら以外の理由なのか、

不明であるといわざるを得ない。

４　したがって、本件各更正等通知書に記載された債務控除に係る処分の理由は、行政手

続法第１４条第１項の規定の趣旨を満たす程度に提示されたものとはいえない。

５　原処分庁は、本件各更正等通知書においては、債務控除に関し、適用法令及び課税要

件事実たる債務控除額が明記されていることから、提示すべき理由として欠けるところ

はない旨主張するが、本件各更正等通知書の「処分の理由」欄の記載では、様々な可能

性が考えられ、不明であるといわざるを得ないから、原処分庁の主張を採用することは

できない。

６　以上のとおり、本件各更正等通知書に記載された債務弁済責任に係る債務控除に関す

る処分の理由には不備があり、本件各更正処分のうち、当該債務控除に係る部分は、行

政手続法第１４条第１項に規定する要件を満たさない違法な処分であるといわざるを得

ないから、取り消すべきである。

７　上記のとおり、本件各更正処分はいずれもその全部を取り消すべきであるから、争点

３について判断するまでもなく、本件各賦課決定処分及び本件変更決定処分は、いずれ

も、その全部を取り消すべきである。

裁決年月日　Ｈ２６－１１－１８

コード番号　Ｆ０－３－３９８

概要
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裁　　決　　書

東裁（諸）平２６第４４号

平成２６年１１月１８日

国税不服審判所長　畠山稔

審査請求人

住　　　所　Ｐ市×××××××××××

氏　　　名　総代　甲ほか２名（共同審査請求人明細別紙）

原処分庁　　　東京国税局長

原　処　分　１　審査請求人甲及び同乙に対して平成２５年７月３０日付でされた平成

２３年３月２５日相続開始に係る相続税の各更正処分及び過少申告加算

税の各賦課決定処分（平成２５年１２月１７日付でされた異議決定によ

りいずれもその一部が取り消された後のもの）

２　審査請求人丙に対して平成２５年７月３０日付でされた平成２３年３

月２５日相続開始に係る相続税の更正処分（平成２５年１２月１７日付

でされた異議決定によりその一部が取り消された後のもの）及び過少申

告加算税の賦課決定処分（平成２６年６月３０日付でされた過少申告加

算税の変更決定処分をあわせ審理）

上記審査請求について、次のとおり裁決する。

主　　文

原処分は、いずれもその全部を取り消す。

理　　由

１　事　　実

（１）　事案の概要

本件は、審査請求人甲、同丙及び同乙（以下、順に「請求人甲」、「請求人丙

」及び「請求人乙」といい、これら３名を併せて「請求人ら」という。）が、被

相続人には会社の無限責任社員として負っている会社法第５８０条《社員の責任

》第１項に規定する「債務を弁済する責任」があるとして、相続税の課税価格の

計算上、当該「債務を弁済する責任」を債務として控除して相続税の申告をした

ところ、原処分庁が、被相続人は当該「債務を弁済する責任」を負っていたとは

認められないから、当該「債務を弁済する責任」を債務として控除することはで

きないなどとして、相続税の各更正処分及び過少申告加算税の各賦課決定処分を

したのに対し、請求人らが、原処分の全部の取消しを求めた事案である。

（２）　審査請求に至る経緯

イ　請求人らは、平成２３年３月２５日（以下「本件相続開始日」という。）に

死亡した丁（以下「本件被相続人」という。）の相続（以下「本件相続」とい

う。）に係る相続税（以下「本件相続税」という。）について、別表１の「期

限内申告」欄のとおり記載した相続税の申告書（以下「本件申告書」という。

）を法定申告期限までにＰ税務署長に共同で提出して、相続税の期限内申告を

した。

ロ　請求人丙は、平成２４年２月２４日、別表１の「修正申告」欄のとおり記載

した相続税の修正申告書をＰ税務署長に提出して、相続税の修正申告をした。

ハ　請求人乙は、平成２４年２月２４日、別表１の「更正の請求」欄のとおり記

載した相続税の更正の請求書をＰ税務署長に提出して、相続税の更正の請求を

した。

ニ　Ｐ税務署長は、上記ハの更正の請求について、平成２４年３月２７日付で、

本⽂
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別表１の「更正処分」欄のとおり、請求人乙に対して更正処分をした。

ホ 原処分庁は、原処分庁所属の調査担当職員の調査に基づき、平成２５年７月

３０日付で、別表１の「更正処分等」欄のとおり、請求人らに対して相続税の

各更正処分及び過少申告加算税の各賦課決定処分をした（以下、これらの各更

正処分及び各賦課決定処分に係る各「相続税の更正通知書及び加算税の賦課決

定通知書」を「本件各更正等通知書」という。）。

ヘ 請求人らは、平成２５年９月１８日、上記ホの各更正処分及び各賦課決定処

分に不服があるとして、別表１の「異議申立て」欄のとおり、それぞれ異議申

立てをした。

ト 異議審理庁は、平成２５年１２月１７日付で、別表１の「異議決定」欄のと

おり、①請求人甲及び請求人乙に対して、上記ホの各更正処分及び各賦課決定

処分の一部をいずれも取り消すとともに、②請求人丙に対して、上記ホの更正

処分の一部を取り消し、上記ホの賦課決定処分については棄却する異議決定を

し、その決定書謄本は、総代であった請求人甲に対し送達された〔以下、上記

ホの各更正処分（当該異議決定により、いずれもその一部が取り消された後も

の。）及び各賦課決定処分（請求人甲及び請求人乙については、当該異議決定

により、いずれもその一部が取り消された後のもの。）を、それぞれ「本件各

更正処分」及び「本件各賦課決定処分」という。〕。

チ 請求人らは、平成２６年１月１７日、異議決定を経た後の本件各更正処分及

び本件各賦課決定処分に不服があるとして、審査請求をした。

なお、請求人らは、同日、請求人甲を総代として選任し、その旨を届け出た

。

リ 原処分庁は、平成２６年６月３０日付で、別表１の「変更決定処分」欄のと

おり、請求人丙に対して過少申告加算税の変更決定処分（以下「本件変更決定

処分」という。）をした。

なお、請求人丙は、本件変更決定処分に対し、国税通則法（平成２６年法律

第６９号による改正前のもの。以下「通則法」という。）第７７条《不服申立

期間》第１項の規定による不服申立期間内に異議申立てをしなかった。

ヌ そこで、上記リの請求人丙に対する本件変更決定処分についてもあわせ審理

する。

（３） 関係法令の要旨

イ 理由の提示に関係する法令

（イ） 通則法第２４条《更正》は、税務署長は、納税申告書の提出があった

場合において、その納税申告書に記載された課税標準等又は税額等の計

算が国税に関する法律の規定に従っていなかったとき、その他当該課税

標準等又は税額等がその調査したところと異なるときは、その調査によ

り、当該申告書に係る課税標準等又は税額等を更正する旨規定している

。

（ロ） 通則法第７４条の１４《行政手続法の適用除外》第１項は、行政手続

法第３条《適用除外》第１項に定めるもののほか、国税に関する法律に

基づき行われる処分その他公権力の行使に当たる行為については、同法

第２章《申請に対する処分》（同法第８条《理由の提示》を除く。）及

び同法第３章《不利益処分》（同法第１４条《不利益処分の理由の提示

》を除く。）の規定は、適用しない旨規定している。

（ハ） 行政手続法第１４条第１項は、行政庁は、不利益処分をする場合には

、その名宛人に対し、同時に、当該不利益処分の理由を示さなければな

らない旨、また、同条第３項は、不利益処分を書面でするときは、同条

第１項の理由は、書面により示さなければならない旨規定している。

ロ 債務控除に関係する法令

（イ） 相続税法第１３条《債務控除》第１項は、相続又は遺贈により財産を

取得した者が同法第１条の３《相続税の納税義務者》第１号の規定に該

当する者である場合においては、当該相続又は遺贈により取得した財産

については、課税価格に算入すべき価額は、当該財産の価額から次に掲

げるものの金額のうちその者の負担に属する部分の金額を控除した金額

による旨規定している。
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Ａ　被相続人の債務で相続開始の際現に存するもの（公租公課を含む。

）（第１号）

Ｂ　被相続人に係る葬式費用（第２号）

（ロ） 相続税法第１４条第１項は、同法第１３条の規定によりその金額を控

除すべき債務は、確実と認められるものに限る旨規定している。

（ハ） 会社法第５８０条第１項は、社員は、次に掲げる場合には、連帯して

、合名会社、合資会社又は合同会社（以下、これらの会社を「持分会社

」と総称する。）の債務を弁済する責任を負う旨規定している。

Ａ　当該持分会社の財産をもってその債務を完済することができない場

合（第１号）

Ｂ　当該持分会社の財産に対する強制執行がその効を奏しなかった場合

（社員が、当該持分会社に弁済をする資力があり、かつ、強制執行が

容易であることを証明した場合を除く。）（第２号）

（ニ） 会社法第６０７条《法定退社》第１項は、社員は、同法第６０６条《

任意退社》、同法第６０９条《持分の差押債権者による退社》第１項、

同法第６４２条《持分会社の継続》第２項及び同法第８４５条《持分会

社の設立の無効又は取消しの判決の効力》の場合のほか、同法第６０７

条第１項各号に掲げる事由によって退社する旨規定し、同項第３号は、

死亡を掲げている。

（ホ） 会社法第６１２条《退社した社員の責任》第１項は、退社した社員は

、その登記をする前に生じた持分会社の債務について、従前の責任の範

囲内でこれを弁済する責任を負う旨、また、同条第２項は、同条第１項

の責任は、同項の登記後２年以内に請求又は請求の予告をしない持分会

社の債権者に対しては、当該登記後２年を経過した時に消滅する旨規定

している。

ハ 過少申告加算税の賦課決定に関係する法令

（イ） 通則法第６５条《過少申告加算税》第１項は、期限内申告書が提出さ

れた場合において、更正があったときは、当該納税者に対し、その更正

に基づき同法第３５条《申告納税方式による国税等の納付》第２項の規

定により納付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額

に相当する過少申告加算税を課する旨規定している。

（ロ） 通則法第６５条第２項は、同条第１項の規定に該当する場合において

、同項に規定する納付すべき税額（同項の更正前に当該更正に係る国税

について更正があったときは、その国税に係る累積増差税額を加算した

金額）がその国税に係る期限内申告税額に相当する金額と５０万円との

いずれか多い金額を超えるときは、同項の過少申告加算税の額は、同項

の規定にかかわらず、同項の規定により計算した金額に、当該超える部

分に相当する税額に１００分の５の割合を乗じて計算した金額を加算し

た金額とする旨規定している。

（ハ） 通則法第６５条第４項は、同条第１項又は第２項に規定する納付すべ

き税額の計算の基礎となった事実のうちにその更正前の税額（還付金の

額に相当する税額を含む。）の計算の基礎とされていなかったことにつ

いて正当な理由があると認められるものがある場合には、これらの項に

規定する納付すべき税額からその正当な理由があると認められる事実に

基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除して、

これらの項の規定を適用する旨規定している。

（４） 基礎事実

以下の事実は、請求人らと原処分庁との間に争いがなく、当審判所の調査の結

果によってもその事実が認められる。

イ 本件相続に係る共同相続人について

本件相続に係る共同相続人は、本件被相続人の長男である請求人甲、同二女

である請求人丙及び同養子である請求人乙（請求人甲の妻）の３名である。

ロ 関係会社について

（イ） 合資会社Ａ商会は、昭和２３年３月８日、一般港湾運送事業（限定）

及び荷造業等を行うことを目的（その後、海上運送取扱業、貨物運送取
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扱事業等が目的に追加された。）として設立された会社であるところ、

本件相続開始日、合同会社Ａ商会に種類変更し、解散した。

（ロ） 合同会社Ａ商会は、本件相続開始日、合資会社Ａ商会と同様の事業を

行うことを目的として設立され、平成２４年９月３０日、総社員の同意

により、清算人をＢ株式会社（職務執行者：請求人甲）として、解散し

た（以下、合資会社Ａ商会と同社が合同会社Ａ商会に種類変更された後

のものとを併せて「本件合資会社」という。）。

（ハ） 本件被相続人は、平成１７年３月１日、本件合資会社に入社し、入社

してから本件相続開始日に死亡による退社をするまで無限責任社員（平

成１８年５月３日、代表社員に就任。）であった。本件相続開始日にお

いて、本件合資会社の無限責任社員は、本件被相続人のみであり、ほか

に無限責任社員は存していなかった。

また、請求人甲は、平成８年９月１７日、本件合資会社に有限責任社

員として入社し、平成９年１２月６日、無限責任社員に責任変更したも

のの、平成１７年３月１日、本件合資会社を退社している。

なお、Ｂ有限会社（平成１０年２月１日、Ｂ株式会社に商号変更。）

は、平成８年９月１７日、本件合資会社に有限責任社員として入社し、

本件相続開始日、業務執行社員となった。

ハ 本件相続税について

（イ） 請求人らが提出した本件申告書の第１３表「債務及び葬式費用の明細

書」には、別表２のとおり、本件被相続人に係る債務及び葬式費用の明

細が記載されており、その中に、本件被相続人が本件合資会社の無限責

任社員として負っている会社法第５８０条第１項に規定する「債務を弁

済する責任」の金額として１，４０１，８１６，２２０円（以下、当該

金額に係る債務弁済責任を「本件債務弁済責任」という。）が計上され

ている。

（ロ） 本件各更正等通知書のうち、請求人甲に対する更正等通知書の「処分

の理由」欄には、原処分庁の調査の結果に基づく更正処分の理由として

、本件被相続人の債務に係る債務控除額について、次のとおり記載され

ている。

なお、請求人丙に対する更正等通知書の「処分の理由」欄の債務控除

額については、「本件申告」に代えて「本件修正申告」と、請求人乙に

対する更正等通知書の「処分の理由」欄の債務控除額については、「本

件申告」に代えて「本件当初処分」と、それぞれ記載されているほかは

、請求人甲に対する更正等通知書の「処分の理由」欄の債務控除額につ

いて同様の記載となっている。

「あなたは、本件申告において、合資会社Ａ商会（以下「Ａ商会」と

いいます。）の本件相続開始日における債務超過額１，４０１，８１６

，２２０円を、同社の無限責任社員である本件被相続人の債務弁済責任

に基づく債務であるとして本件相続税の相続財産の価額から控除してい

ますが、本件相続開始日において、本件被相続人が上記１，４０１，８

１６，２２０円に相当する債務を負っていたとは認められません。

したがって、上記１，４０１，８１６，２２０円に相当する債務につ

いては、相続税法第１３条に規定する『被相続人の債務で相続開始の際

現に存するもの』には該当しませんので、債務控除は認められません。

」

２　争　　点

（１） 争点１

本件各更正等通知書に記載された債務控除に係る処分の理由は、行政手続法第

１４条第１項に規定する「不利益処分の理由」として十分な記載といえるか。

（２） 争点２

本件債務弁済責任は、相続税法第１３条第１項第１号に規定する「被相続人の

債務で相続開始の際現に存するもの」に該当し、かつ、同法第１４条第１項に規

定する「確実と認められるもの」に該当するか否か。

（３） 争点３
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本件各賦課決定処分について、本件各更正処分が従来の公的見解を変更してな

されたものとして、通則法第６５条第４項に規定する「正当な理由があると認め

られるものがある場合」に該当するか否か。

３　主　　張

（１） 争点１

┌──────────────────┬───────────────────┐

｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　｜　　　　　　請　求　人　ら　　　　　　｜

├──────────────────┼───────────────────┤

｜　次のとおり、本件各更正等通知書に記｜　次のとおり、本件各更正等通知書に記載｜

｜載された債務控除に係る処分の理由は、｜された債務控除に係る処分の理由は、行政｜

｜行政手続法第１４条第１項に規定する「｜手続法第１４条第１項に規定する「不利益｜

｜不利益処分の理由」として十分な記載で｜処分の理由」として不十分である。　　　｜

｜ある。　　　　　　　　　　　　　　　｜イ　更正通知書等に処分の理由を記載すべ｜

｜イ　行政庁が不利益処分をする際の理由｜　きこととされているのは、行政庁の判断｜

｜　を書面により提示する場合、その理由｜　の慎重、合理性を担保してその恣意を抑｜

｜　の提示の程度については、理由提示制｜　制するとともに、処分の理由を相手方に｜

｜　度の趣旨目的とされる行政庁の恣意抑｜　知らせて不服申立ての便宜を与える趣旨｜

｜　制及び不服申立ての便宜を充足する程｜　によるものである。したがって、①理由｜

｜　度に具体的に明示するものである限り｜　の内容が上記の趣旨にかなうものでなけ｜

｜　、法の要求する理由の提示として欠け｜　ればならず、②処分の原因となる事実及｜

｜　るところはないと解されるところ、具｜　び根拠条文が提示されているのみでは足｜

｜　体的には法令等を適用するに当たって｜　りず、③事実及び根拠条文の提示の上に｜

｜　根拠となる事実、すなわち課税要件事｜　、いかなる理由に基づいてどのような基｜

｜　実が理由として提示されていれば、行｜　準の適用によって処分が選択されたのか｜

｜　政庁の判断過程を検証でき、不服申立｜　を知ることができなければならないとい｜

｜　てに必要な材料を提供していると解す｜　うべきである。　 　｜

｜　るのが相当である。　 　｜ロ　そして、課税要件を踏まえた上での理｜

｜ロ　そうすると、本件において提示すべ｜　由の提示のあり方としては、課税要件事｜

｜　き課税要件事実は、本件被相続人の債｜　実に関する判断と認定、その結果として｜

｜　務で相続開始の際に現に存するものの｜　の課税要件の充足性について言葉として｜

｜　金額であり、それに係る適用法令と金｜　の文章で納税者に伝えることが必要であ｜

｜　額（債務控除額）が提示されていれば｜　り、本件においては、「たとえ合資会社｜

｜　、理由提示制度の趣旨目的を充足する｜　の無限責任社員の債務弁済責任といえど｜

｜　と解され、本件各更正等通知書におい｜　も、債権者からの債務の弁済請求を受け｜

｜　ては、債務控除に関し、適用法令及び｜　たことがないのであるから、債務控除の｜

｜　課税要件事実たる債務控除額が明記さ｜　適格要件に欠ける。」程度のことは最低｜

｜　れていることから、提示すべき理由と｜　でも記載する必要があるところ、本件各｜

｜　して欠けるところはない。　 　｜　更正等通知書は、結論のみの記載であっ｜

｜　 　｜　て、理由の記載が抜け落ちているから、｜

｜　 　｜　行政手続法第１４条に規定する「不利益｜

｜　 　｜　処分の理由」として要求される最低限の｜

｜　 　｜　程度を満たしてない。　 　｜

└──────────────────┴───────────────────┘

（２） 争点２

┌──────────────────┬───────────────────┐

｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　｜　　　　　　請　求　人　ら　　　　　　｜

├──────────────────┼───────────────────┤

｜　次のとおり、本件債務弁済責任は、相｜　次のとおり、本件債務弁済責任は、相続｜

｜続税法第１３条第１項第１号に規定する｜税法第１３条第１項第１号に規定する「被｜

｜「被相続人の債務で相続開始の際現に存｜相続人の債務で相続開始の際現に存するも｜

｜するもの」に該当せず、また、同法第１｜の」に該当し、かつ、同法第１４条第１項｜

｜４条第１項に規定する「確実と認められ｜に規定する「確実と認められるもの」に該｜

｜るもの」にも該当しない。　　　　　　｜当する。　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜イ　会社法第５８０条第１項は、持分会｜イ　会社法第５８０条第１項に規定する「｜

｜　社の財産をもってその債務を完済する｜　当該持分会社の財産をもってその債務を｜
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｜　ことができない場合又は持分会社の財｜　完済することができない場合」とは、持｜

｜　産に対する強制執行がその効を奏しな｜　分会社の債務超過を指すのであり、この｜

｜　かった場合、持分会社の社員は連帯し｜　事実が存在する以上、会社債務に対する｜

｜　て持分会社の債務を弁済する責任を負｜　社員の連帯無限の責任は当然に発生し、｜

｜　う旨規定しているとおり、持分会社の｜　「現に存するもの」に該当する。そして｜

｜　社員に対する債務弁済責任の追及は、｜　、持分会社は根本的に組合であり、法人｜

｜　会社財産による完済不能、会社財産に｜　格を付与された組合と理解されている。｜

｜　対する強制執行の不奏功の場合にのみ｜　この組合の法理はそのまま持分会社の無｜

｜　できるのであり、その範囲で、持分会｜　限責任社員にも当てはめられ、持分会社｜

｜　社の社員の責任は、会社債務及び責任｜　の財産は全て無限責任社員の共有財産で｜

｜　に対して補充性ないし第二次性を有し｜　あり、持分会社の債務は全て無限責任社｜

｜　ているといえる。そして、債務を含む｜　員の連帯債務となる。　　　　　　　　｜

｜　会社財産の評価時期は、会社債権者の｜　　会社法第５８０条第１項は、上記の組｜

｜　請求の時であり、会社の債務超過の立｜　合の法理を前提として、債務超過でない｜

｜　証責任は、会社債権者にあるとされて｜　場合は、会社所有の財産からの弁済を優｜

｜　いる。　　　　　　　　　　　　　　｜　先させるべきとし、債務超過の場合には｜

｜　　このような持分会社の社員が負う債｜　、無限責任社員の個人所有の財産を引き｜

｜　務弁済責任は、保証債務に類似するも｜　当てにした請求が可能となるよう規定し｜

｜　のと解されており、会社債権者が会社｜　たものであり、持分会社の債務全部につ｜

｜　の債務超過を立証し、社員に対して会｜　き、無限責任社員に弁済責任があること｜

｜　社債務の弁済を請求しなければ、社員｜　を前提としているのである。　　　　　｜

｜　が現実に負担すべき債務として確定す｜　　また、会社法第６１２条第１項の規定｜

｜　るものではなく、その負担すべき金額｜　においても、組合の欠損は脱退・解散に｜

｜　も不明であるので、会社債権者から請｜　際し補填させられることから、無限責任｜

｜　求のない時点においては、社員が持分｜　社員が社員を辞めた時点で持分会社が債｜

｜　会社の債務弁済責任に基づいて実際に｜　務超過の時は、債務超過部分を補填する｜

｜　債務を負担することはあり得ない。　｜　義務を課しており、無限責任社員に弁済｜

｜　　また、債務と責任の分離ができるこ｜　責任があることを前提としている。　　｜

｜　とからすれば、持分会社の社員の責任｜　　原処分庁は、会社債権者の請求の有無｜

｜　は「債務なき責任」と解するのが私法｜　によって無限責任社員の債務弁済責任に｜

｜　の体系的理解の上から適当であり、そ｜　基づく債務の発生が左右される旨主張す｜

｜　の解釈は、社員の責任は持分会社が社｜　るが、そうであれば、無限責任社員が会｜

｜　員の人的信用を基礎とすること、すな｜　社債権者から請求を受ける前に死亡した｜

｜　わち、会社信用の強化という会社法第｜　場合には、その社員の相続人は債務を負｜

｜　５８０条の規定の趣旨目的からも適当｜　担しなくてもよいこととなる。すなわち｜

｜　であるとされている。　　　　　　　｜　、持分会社の無限責任社員は死亡によっ｜

｜　　そうすると、会社債権者から持分会｜　て当然に退社する（会社法第６０７条第｜

｜　社の債務超過を立証することにより社｜　１項第３号）ところ、無限責任社員が死｜

｜　員が会社債務の弁済を請求されなけれ｜　亡時点において会社債権者から請求がな｜

｜　ば、社員は債務弁済責任に基づく債務｜　いことにより債務を負担していなければ｜

｜　を何ら負担することはあり得ないので｜　、その社員の相続人が債務を相続するこ｜

｜　、死亡した社員の債務弁済責任それ自｜　ともなく、会社債権者も相続人に請求す｜

｜　体は、相続税法第１３条第１項第１号｜　ることができなくなってしまうことにな｜

｜　に規定する「被相続人の債務で相続開｜　って不当である。　　　　　　　　　　｜

｜　始の際現に存するもの」に該当しない｜　　以上からすれば、本件被相続人が無限｜

｜　。　　　　　　　　　　　　　　　　｜　責任社員として負っている会社法第５８｜

｜　　本件において、本件被相続人は、本｜　０条第１項に規定する「債務を弁済する｜

｜　件合資会社のいずれの債権者からも本｜　責任」ないしこれに基づく債務は、相続｜

｜　件合資会社の債務の弁済請求を受けて｜　税法第１３条第１項第１号に規定する「｜

｜　いたとは認められないことから、本件｜　被相続人の債務で相続開始の際現に存す｜

｜　被相続人は、無限責任社員としての債｜　るもの」に該当し、本件被相続人自身の｜

｜　務弁済責任に基づく債務を負っていた｜　債務である以上、当然に相続税法第１４｜

｜　とはいえず、したがって、本件被相続｜　条第１項に規定する「確実と認められる｜

｜　人が無限責任社員として負っている会｜　もの」にも該当する。　　　　　　　　｜

｜　社法第５８０条第１項に規定する「債｜ロ　仮に、原処分庁の主張するとおり、無｜
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｜　務を弁済する責任」は、相続税法第１｜　限責任社員の債務弁済責任の性質が保証｜

｜　３条第１項第１号に規定する「被相続｜　債務に類似するものとしても、保証債務｜

｜　人の債務で相続開始の際現に存するも｜　の取扱いについては、相続税法基本通達｜

｜　の」には該当しない。　 　｜　１４－３《保証債務及び連帯債務》（１｜

｜ロ　加えて、会社が弁済不能の状態であ｜　）に定められているところ、次のとおり｜

｜　るか否かは、一般に債務者が破産、和｜　、本件合資会社が弁済不能の状態にある｜

｜　議、会社更生あるいは強制執行等の手｜　ため、無限責任社員がその債務を履行し｜

｜　続開始を受け、又は事業閉鎖、行方不｜　なければならない場合で、かつ、本件合｜

｜　明、刑の執行等により債務超過の状態｜　資会社に求償して返還を受ける見込みが｜

｜　が相当期間継続しながら、他からの融｜　ない場合にも該当するから、本件被相続｜

｜　資を受ける見込みもなく、再起の目途｜　人が無限責任社員として負っている会社｜

｜　が立たないなどの事情により事実上の｜　法第５８０条第１項に規定する「債務を｜

｜　債権の回収ができない状況にあること｜　弁済する責任」に基づく債務は、相続税｜

｜　が客観的に認められるか否かで決せら｜　法第１４条第１項に規定する「確実と認｜

｜　れるべきであるところ、本件合資会社｜　められるもの」に該当する。　 　｜

｜　は、①破産、会社更生あるいは強制執｜　（イ）　本件合資会社は、平成１６年９｜

｜　行等の手続開始を受けた事実はないこ｜　 　月末をもって一般港湾運送業を中｜

｜　と、②本件相続開始日の後も営業を継｜　 　止し、その後は所有不動産の賃貸｜

｜　続しており、平成２２年１０月１日か｜　 　収入以外に収入はない。　　　　｜

｜　ら平成２３年９月３０日までの事業年｜　（ロ）　本件合資会社の負債総額は、平｜

｜　度の当期利益は赤字であるものの、営｜　 　成１７年２月から平成２４年９月｜

｜　業利益を計上している状況であること｜　 　まで全く減少していない。　　　｜

｜　、③債権者であるＤ信用金庫及び株式｜　（ハ）　本件相続開始日の後の本件合資｜

｜　会社Ｃからの借入金の利息を滞ること｜　 　会社の債務の返済のうち、株式会｜

｜　なく支払っていること、④本件相続開｜　 　社Ｃへの返済３５０，０００，０｜

｜　始日の後に、Ｄ信用金庫及び株式会社｜　 　００円は、請求人甲が直接返済し｜

｜　Ｃからの借入れをいずれも完済してい｜　 　、Ｄ信用金庫への返済２００，０｜

｜　ること、⑤本件合資会社が所有する土｜　 　００，０００円は、請求人甲が代｜

｜　地及び建物について担保余力があるこ｜　 　表を務める他の法人からの借入金｜

｜　とからすれば、本件相続開始日におい｜　 　で賄っており、本件合資会社は、｜

｜　て本件合資会社が弁済不能の状態にあ｜　 　第三者からの独自の借入能力がな｜

｜　ったとは認められない。　 　｜　 　い。　　　　　　　　　　　　　｜

｜　　そうすると、本件被相続人が無限責｜　（ニ）　本件合資会社は、平成２４年９｜

｜　任社員として負っている会社法第５８｜　 　月３０日に解散を決議し、資産の｜

｜　０条第１項に規定する「債務を弁済す｜　 　処分が完了し次第、清算結了する｜

｜　る責任」に基づく債務が仮に存したと｜　 　。　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　しても、同債務は、相続税法第１４条｜　 　｜

｜　第１項に規定する「確実と認められる｜　 　｜

｜　もの」に該当しない。　 　｜　 　｜

└──────────────────┴───────────────────┘

（３） 争点３

┌──────────────────┬───────────────────┐

｜　　　　　　請　求　人　ら　　　　　｜　　　　　　原　処　分　庁　　　　　　｜

├──────────────────┼───────────────────┤

｜　次のとおり、本件各賦課決定処分につ｜　次のとおり、本件各賦課決定処分につい｜

｜いて、本件各更正処分が従来の公的見解｜て、本件各更正処分が従来の公的見解を変｜

｜を変更してなされたものとして、通則法｜更してなされたものではなく、通則法第６｜

｜第６５条第４項に規定する「正当な理由｜５条第４項に規定する「正当な理由がある｜

｜があると認められるものがある場合」に｜と認められるものがある場合」に該当しな｜

｜該当する。　　　　　　　　　　　　　｜い。　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜イ　国税庁ホームページに掲載されてい｜イ　国税庁ホームページに掲載されている｜

｜　る質疑応答事例「合名会社等の無限責｜　質疑応答事例「合名会社等の無限責任社｜

｜　任社員の会社債務についての債務控除｜　員の会社債務についての債務控除の適用｜

｜　の適用」には、「合名会社、合資会社｜　」は、実際に「被相続人の債務で相続開｜

｜　の会社財産をもって会社の債務を完済｜　始の際現に存するもの」が存在すること｜
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｜　することができない状態にあるときに｜　を前提として、債務控除を認め得る場合｜

｜　おいて、無限責任社員が死亡」したと｜　があることを回答したものである。そし｜

｜　いう事実があれば、「被相続人の債務｜　て、実際に債務が存在するか否かは、民｜

｜　として控除」できる旨記載されている｜　法や会社法といった実体法や証拠関係に｜

｜　。　　　　　　　　　　　　　　　　｜　基づいて判断されるものであり、当該質｜

｜ロ　Ｑ国税局のホームページに掲載され｜　疑応答事例は、かかる実体法の解釈や証｜

｜　ている文書回答事例「債務超過の合資｜　拠関係について論ずるものではなく、飽｜

｜　会社の無限責任社員が有限責任社員と｜　くまで、社員が債務弁済責任に基づく債｜

｜　なった場合等の贈与税等の課税関係責｜　務を実際に負担しているという事実関係｜

｜　任社員となった場合、無限責任社員の｜　を前提とした回答にすぎない。　　　　｜

｜　地位を退いてから２年間、債権者から｜ロ　Ｑ国税局のホームページに掲載されて｜

｜　何の請求もなかったときは、経済的利｜　いる文書回答事例「債務超過の合資会社｜

｜　益の供与と譲受けの関係があるので贈｜　の無限責任社員が有限責任社員となった｜

｜　与税が課税される旨記載されている。｜　場合等の贈与税等の課税関係について」｜

｜ハ　国税庁の内部文書並びに現職者及び｜　は、贈与税等の課税関係について回答し｜

｜　退職者の著述にはいずれも、合名会社｜　たものであり、本件と課税関係が別異で｜

｜　等の会社債務については、その社員が｜　あることから、比較対象とはならない。｜

｜　無限責任を負うこととなっているから｜ハ　課税処分の適法性は、適用法令を解釈｜

｜　、無限責任社員である被相続人の債務｜　した上で、かかる適用法令に民法や会社｜

｜　として控除することができる旨記載さ｜　法といった実体法の解釈を前提に認定さ｜

｜　れている。　　　　　　　　　　　　｜　れた事実を当てはめることによって判断｜

｜ニ　上記イないしハの従来の公的見解に｜　されるのであるから、国税庁の内部文書｜

｜　おいては、合名会社・合資会社につい｜　や現職者等の著述の記載内容によって判｜

｜　ては、それら人的会社の組合性をより｜　断されるものではない。加えて、課税当｜

｜　どころとして、会社債務に係る無限責｜　局の現職者又は退職者の著述は、行政活｜

｜　任社員の自己の債務性を確認して、会｜　動の一環として正式になされた公的見解｜

｜　社の債務超過額は社員個人として直接｜　の表明ではなく、単に私的な立場におい｜

｜　、無限に負担を引き受けるものとして｜　て作成した一般的な税務事例に則した（｜

｜　いた。　　　　　　　　　　　　　　｜　ママ）解説書の性質を有する私的な著作｜

｜　　しかしながら、本件において、原処｜　物にすぎない。　　　　　　　　　　　｜

｜　分庁は、持分会社の無限責任社員の責｜　　また、請求人らが主張する国税庁の内｜

｜　任は、「債務なき責任」と解するのが｜　部文書は、行政文書の保存期限を徒過し｜

｜　私法の体系的理解の上から適当である｜　ているため、その存在を了知することは｜

｜　との立場で本件各更正処分をした。　｜　できない。　　　　　　　　　　　　　｜

｜　　これは、従来の公的見解を変更する｜ニ　上記イないしハのとおり、上記各見解｜

｜　ものであるから、①永きにわたり、会｜　は、いずれも公的見解ではないから、請｜

｜　社法上の法的負担債務を債務控除の要｜　求人らが主張するような従来の公的見解｜

｜　件を満たすものとして理解する行政先｜　を変更したものではない。　　　　　　｜

｜　例法が存在していた事実を無視するこ｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　とになり、②特定の個別事案を否認す｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　るには、憲法第１４条第１項に由来す｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　る「不平等取扱禁止原則」に違反する｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　ことになり、③国民が公的な解釈や見｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　解を信頼したことを裏切る行政庁の行｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　為は、申告納税制度の必須条件である｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　法的安定性の要請に反することになり｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　、信義則・禁反言の法理に違背するこ｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｜　とになる。　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

└──────────────────┴───────────────────┘

４　判　　断

（１）　争点１について

イ　法令解釈

通則法第２４条は、税務署長は、申告された課税標準等又は税額等の計算が

国税に関する法律の規定に従っていなかったとき、その他その課税標準等又は

税額等がその調査したところと異なるときは、その調査により、課税標準等又
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は税額等を更正する旨規定している。

そして、更正は、税務署長が更正通知書を送達して行うこととされ（通則法

第２８条《更正又は決定の手続》第１項）、更正によって課税標準等又は税額

等が増加する場合（納付すべき税額が増加する場合、還付金の額に相当する税

額が減少する場合など）は、その更正が不利益処分に当たることから、行政手

続法第１４条第１項の規定（当該規定は、通則法第７４条の１４第１項の規定

により行政手続法の適用除外とされていない。）により、その理由を示さなけ

ればならないこととされている。

行政手続法第１４条第１項が、不利益処分をする場合に同時にその理由を名

宛人に示さなければならないとしているのは、名宛人に直接に義務を課し又は

その権利を制限するという不利益処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重と合

理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の埋由を名宛人に知らせて

不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たものと解されている（最高裁平成２３

年６月７日第三小法廷・民集６５巻４号２０８１頁参照）。

ロ 当てはめ

（イ） 請求人らは、上記１の（２）のイ及び同（４）のハの（イ）のとおり

、本件申告書において、本件被相続人には本件合資会社の無限責任社員

として負っている本件債務弁済責任があるとして、相続税の課税価格の

計算上、本件債務弁済責任を債務として控除したところ、原処分庁は、

上記１の（２）のホ及び同（４）のハの（ロ）のとおり、原処分庁の調

査の結果、本件債務弁済責任は債務として控除することはできないとし

て本件各更正処分（不利益処分）を行ったものである。

ところで、本件各更正等通知書に記載された債務控除に係る処分の理

由としては、上記１の（４）のハの（ロ）からすると、本件合資会社の

「無限責任社員である本件被相続人」が負っていた本件合資会社「の本

件相続開始日における債務超過額１，４０１，８１６，２２０円」の「

債務弁済責任に基づく債務」は、「相続税法第１３条に規定する『被相

続人の債務で相続開始の際現に存するもの』には該当し」ないため、同

法に規定する「債務控除は認められ」ない旨提示されているとは考えら

れるものの、当該債務が、「被相続人の債務で相続開始の際現に存する

もの」には該当しない理由について明らかにするものではない。

すなわち、本件各更正等通知書の「処分の理由」欄の記載からは、本

件相続開始日における本件債務弁済責任に基づく債務が現に存しないと

原処分庁が判断した理由が、例えば、①本件合資会社に１，４０１，８

１６，２２０円の債務超過額が存しない、②本件被相続人が無限責任社

員でない、③本件合資会社の債務超過額はおよそ無限責任社員である本

件被相続人の債務ではない、④本件合資会社の債務超過額は無限責任社

員の債務ではあるものの、本件においては、会社法第５８１条《社員の

抗弁》第１項に該当する社員の抗弁の事実があり、無限責任社員の債務

として認められるための要件を満たしていない、⑤そもそも、会社法第

５８０条第１項は、債務を弁済する責任を規定しているにすぎないとい

う法律的な見解を前提として（なお、当該見解の当否については争点２

のとおり争いがある。）、会社債権者からの弁済請求を受けていない以

上、本件被相続人は、本件債務弁済責任に基づく債務を何ら負っていな

い〔上記３の（２）の「原処分庁の主張」欄のイのとおり。〕など、様

々な可能性が考えられ、原処分庁による処分（本件各更正処分）の実際

の理由が、これらのどれに当たるのか、あるいはこれら以外の理由なの

か、不明であるといわざるを得ない。

したがって、本件各更正等通知書に記載された債務控除に係る処分の

理由は、上記イの行政手続法第１４条第１項の規定の趣旨（①原処分庁

の判断の恣意の抑制及び②名宛人に対する不服申立ての便宜）を満たす

程度に提示されたものとはいえない。

（ロ） 原処分庁は、本件各更正等通知書においては、債務控除に関し、適用

法令及び課税要件事実たる債務控除額が明記されていることから、提示

すべき理由として欠けるところはない旨主張するが、上記（イ）のとお
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り、本件各更正等通知書の「処分の理由」欄の記載では、様々な可能性

が考えられ、不明であるといわざるを得ないから、原処分庁の主張を採

用することはできない。

（ハ） 以上のとおり、本件各更正等通知書に記載された本件債務弁済責任に

係る債務控除に関する処分の理由には不備があり、本件各更正処分のう

ち当該債務控除に係る部分は、行政手続法第１４条第１項に規定する要

件を満たさない違法な処分であるといわざるを得ないから、取り消すべ

きである。

（２） 本件各更正処分について

上記（１）のロの（ハ）のとおり、本件各更正処分のうち、木件債務弁済責任

に係る債務控除に関する部分は取り消すべきであるから、これを基に請求人らの

本件相続税の課税価格及び納付すべき税額をそれぞれ計算すると、請求人甲につ

いては、別表１の「期限内申告」、請求人丙については、別表１の「修正申告」

、請求人乙については、別表１の「更正処分」の各欄の「課税価格」欄及び「納

付すべき税額」欄の各金額と同額となるから、争点２について判断するまでもな

く、本件各更正処分は、いずれもその全部を取り消すべきである。

（３） 本件各賦課決定処分及び本件変更決定処分について

上記（２）のとおり、本件各更正処分はいずれもその全部を取り消すべきであ

るから、争点３について判断するまでもなく、本件各賦課決定処分及び本件変更

決定処分は、いずれもその全部を取り消すべきである。

よって主文のとおり裁決する。

別表１　審査請求に至る経緯

別表２　本件申告書の第１３表「債務及び葬式費用の明細書」の内訳

別紙　共同審査請求人

住　　所　 　氏名

総代　Ｐ市■■■■■■■■■■■ 　甲

Ｐ市■■■■■■■■■■　 　丙

Ｐ市■■■■■■■■■■■ 　乙

別紙リンク ▼ 別表１・別表２

原本URL 原本なし

関連判決

TAINSキーワード
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https://tainssearch01.blob.core.windows.net/data/contents_link_files/47858_f0cdf00b-e1c7-11e8-9ca2-fbf9ecb3ba8e?sv=2017-07-29&sr=b&sig=csYbe3DfCuqefavOyfiopCZTwMpaX8C7nwQFx1YxSXY%3D&spr=https&sip=113.38.118.145&st=2020-06-28T12%3A29%3A47Z&se=2020-06-28T13%3A02%3A47Z&sp=r&rsct=application%2Fpdf&rscd=inline%3B%20filename%3D%22F0-3-398.pdf%22



